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第一部 【企業情報】 

第１ 【企業の概況】 

１ 【主要な経営指標等の推移】 

(1) 最近３中間連結会計期間及び最近２連結会計年度に係る主要な経営指標等の推移 

  

(注) １ 売上高には、消費税等を含んでおりません。 

２ 潜在株式調整後１株当たり中間（当期）純利益については、第60期中は潜在株式が存在しないため記載しておりません。

  

回次 第58期中 第59期中 第60期中 第58期 第59期 

会計期間 

自 平成15年 
  ４月１日 
至 平成15年 
  ９月30日 

自 平成16年
  ４月１日 
至 平成16年 
  ９月30日 

自 平成17年
  ４月１日 
至 平成17年 
  ９月30日 

自 平成15年 
  ４月１日 
至 平成16年 
  ３月31日 

自 平成16年
  ４月１日 
至 平成17年 
  ３月31日 

売上高 (百万円) 46,614 53,608 59,161 103,442 111,822

経常利益 (百万円) 2,246 4,916 5,568 6,336 9,783

中間(当期)純利益 (百万円) 1,791 3,092 3,033 4,082 6,282

純資産額 (百万円) 139,618 142,194 147,071 141,643 144,224

総資産額 (百万円) 205,199 211,980 198,450 208,291 211,345

１株当たり純資産額 (円) 1,913.07 1,991.08 2,089.62 1,963.75 2,048.25

１株当たり中間 
(当期)純利益 

(円) 24.52 42.95 43.21 55.64 87.39

潜在株式調整後 
１株当たり中間 
(当期)純利益 

(円) 22.22 38.77 ― 50.70 79.15

自己資本比率 (％) 68.0 67.1 74.1 68.0 68.2

営業活動による 
キャッシュ・フロー 

(百万円) 730 1,131 1,662 7,720 9,962

投資活動による 
キャッシュ・フロー 

(百万円) 721 1,086 1,327 3,209 3,196

財務活動による 
キャッシュ・フロー 

(百万円) △19,666 △1,777 △21,381 △22,267 △10,196

現金及び現金同等物 
の中間期末(期末)残高 

(百万円) 35,407 42,947 27,222 42,241 45,509

従業員数 (名) 2,333 2,291 2,329 2,306 2,300



(2) 提出会社の最近３中間会計期間及び最近２事業年度に係る主要な経営指標等の推移 

  

(注) １ 売上高には、消費税等を含んでおりません。 

２ 潜在株式調整後１株当たり中間（当期）純利益については、第60期中は潜在株式が存在しないため記載しておりません。

  

回次 第58期中 第59期中 第60期中 第58期 第59期 

会計期間 

自 平成15年 
  ４月１日 
至 平成15年 
  ９月30日 

自 平成16年
  ４月１日 
至 平成16年 
  ９月30日 

自 平成17年
  ４月１日 
至 平成17年 
  ９月30日 

自 平成15年 
  ４月１日 
至 平成16年 
  ３月31日 

自 平成16年
  ４月１日 
至 平成17年 
  ３月31日 

売上高 (百万円) 37,286 40,137 45,580 79,699 85,433

経常利益 (百万円) 2,124 4,107 5,146 5,606 8,409

中間(当期)純利益 (百万円) 1,172 2,525 1,013 2,722 3,491

資本金 (百万円) 37,714 37,714 37,714 37,714 37,714

発行済株式総数 (株) 74,592,340 74,592,340 74,592,340 74,592,340 74,592,340

純資産額 (百万円) 142,578 143,742 144,380 143,708 143,464

総資産額 (百万円) 188,590 193,890 184,286 191,772 195,471

１株当たり純資産額 (円) 1,953.62 2,012.75 2,051.38 1,992.02 2,037.53

１株当たり中間 
(当期)純利益 

(円) 16.04 35.07 14.45 37.02 48.40

潜在株式調整後 
１株当たり中間 
(当期)純利益 

(円) 14.58 31.68 ― 33.93 44.11

１株当たり中間 
(年間)配当額 

(円) 9.00 9.00 11.00 18.00 20.00

自己資本比率 (％) 75.6 74.1 78.3 74.9 73.4

従業員数 (名) 1,317 1,300 1,313 1,284 1,281



２ 【事業の内容】 

当中間連結会計期間において、当社グループ(当社及び当社の関係会社)が営んでいる事業の内容に重要な変更はあ

りません。 

また、主要な関係会社についても異動はありません。 

  

３ 【関係会社の状況】 

当中間連結会計期間において、重要な関係会社の異動はありません。 

  

４ 【従業員の状況】 

(1) 連結会社における状況 

(平成17年９月30日現在) 

(注) 従業員数は就業人員であります。 

  

(2) 提出会社の従業員の状況 

(平成17年９月30日現在) 

(注) 従業員数は就業人員であります。 

  

(3) 労働組合の状況 

提出会社、コモリシャンボン エス．エイ．にそれぞれ労働組合が組織されております。 

また、㈱小森マシナリー及び㈱小森エレクトロニクス２社で「小森山形労働組合」が結成されております。 

なお、グループ各社において労働関係について特に記載すべき事項はありません。 

  

  従業員数(名)

印刷機械製造及び販売部門 1,704 

修理加工及び中古製品販売部門 465 

管理部門 160 

合計 2,329 

従業員数(名) 1,313 



第２ 【事業の状況】 

１ 【業績等の概要】 

(1) 業績 

当中間連結会計期間におけるわが国経済は、原油・資材価格高騰の影響やＩＴ分野の在庫調整等の懸念がありま

したが、設備投資や個人消費等の民間需要が底堅く推移したため、緩やかな回復を持続しました。 

また、世界経済は、米国経済が前連結会計年度に比べ減速しましたが引き続き底堅い成長を続け、欧州経済も輸

出企業を中心に景況感が持ち直し緩やかな拡大基調となりました。アジア経済は、中国をはじめとして総じて拡大

傾向を示しました。 

当社製品の主要市場であります印刷業界の設備動向は、国内では、老朽化設備の更新、印刷物の多色化傾向、生

産性向上投資などにより、前期に引き続き枚葉機、輪転機とも堅調に推移しました。 

一方、海外は、金融引締め策等の影響で伸びが鈍化した中国を除き、総じて堅調に推移しました。 

このような事業環境の中、枚葉機では「リスロンS40」、「リスロンS40P」、「SPICA26P」、「SPICA29P」、輪転

機では「システム35S」、「システム38S」等を戦略製品として拡販に努め、特に、本年5月に北京で開催された印刷

機材展「China Print 2005」および9月にシカゴで開催された「Print 05」において全社を挙げて取り組み、受注

の確保に注力し、予定を上回る成約をいただきました。 

その結果、受注高は66,841百万円(前年同期比8.6％増)、売上高は59,161百万円(前年同期比10.4％増)となりまし

た。また、経常利益は5,568百万円(前年同期比13.3％増)となり、中間純利益は3,033百万円(前年同期比1.9％減)と

なりました。 

また、海外売上高は37,005百万円(前年同期比6.1％増)で全売上高に占める割合は62.6％となりました。 

部門別の業績につきましては、印刷機械製造及び販売部門の売上高は50,887百万円（前年同期比14.0％増）、修

理加工及び中古製品販売部門の売上高は8,273百万円（前年同期比7.7％減）となりました。なお、営業利益につい

ては管理上部門別には把握しておりません。 

所在地別セグメントの業績につきましては、日本は前連結会計年度に引き続き、老朽設備の更新、印刷物の多色

化傾向への対応、合理化のための設備投資が堅調に推移しました。枚葉機では両面印刷や多色・コーター付等の高

付加価値への対応機種が増加し、輪転機では小ロット対応型も含め需要が高い水準で推移しました。その結果、売

上高45,633百万円（前年同期比13.6％増）、営業利益3,817百万円（前年同期比21.1％増）となりました。米州は印

刷業界の売上高の伸びが2004年4.1%、2005年3.0%～4.0%（見込）と引き続き堅調な中、当社は枚葉機の主力機種Ｌ

Ｓシリーズを中心に売上を伸ばしました。その結果、売上高10,805百万円（前年同期比15.7％増）、営業利益231百

万円（前年同期比475.2％増）となりました。また、9月上旬の印刷機材展「Print 05」では枚葉機及び輪転機で予

定を上回る成約をいただきました。欧州はドイツ、フランス、イタリア等の大陸諸国では依然需要が低迷してお

り、イギリスでも個人消費の伸び鈍化等により需要にかげりが見えはじめてきましたが、一方、東欧では人件費の

安さを求めて印刷の仕事が流れてくるため需要が引き続き堅調に推移し、売上高17,684百万円（前年同期比21.1％

増）、営業利益129百万円（前年同期比250百万円増益）となりました。また、欧州においても短納期・高付加価値

化に対応する印刷機械の需要が増加傾向にあります。その他地域は主にオセアニア、香港で低迷したため、売上高

2,570百万円（前年同期比30.6％減）、営業利益128百万円（前年同期比39.1％減）となりました。 

  

(2) キャッシュ・フローの状況 

当中間連結会計期間における現金及び現金同等物は、前連結会計年度に比べ18,287百万円減少し27,222百万円と

なりました。 

（営業活動によるキャッシュ・フロー）  



営業活動により得られたキャッシュ・フローは、売上債権の増加等があったものの税金等調整前中間純利益と、

棚卸資産の増加額の減少等により前中間連結会計期間と比較して531百万円増加し、1,662百万円となりました。 

（投資活動によるキャッシュ・フロー） 

投資活動により得られたキャッシュ・フローは、有形及び無形固定資産の投資1,852百万円がありましたが、転換

社債約200億円の償還のための投資有価証券等運用資産の処分により、前中間連結会計期間と比較して241百万円多

い1,327百万円となりました。 

（財務活動によるキャッシュ・フロー） 

財務活動に使用されたキャッシュ・フローは、前中間連結会計期間と比べ19,604百万円増加し、21,381百万円と

なりました。これは主に、転換社債の償還と配当金の支払によるものであります。 

  

  

  

  

  

  

  

  



２ 【生産、受注及び販売の状況】 

(1) 生産の実績 

当中間連結会計期間における生産実績を事業の部門別に示すと次のとおりであります。 
  

(注) １ 金額は平均販売価格で表示しております。 

２ 上記金額には、消費税等は含まれておりません。 

３ 当中間連結会計期間生産高の内、外貨建分については当中間連結会計期間期中平均レートにて換算しております。 

  

(2) 受注の実績 

当中間連結会計期間における受注実績を事業の部門別に示すと次のとおりであります。 
  

(注) １ 受注残高には、見込み受注分は含まれておりません。 

２ 上記金額には、消費税等は含まれておりません。 

３ 当中間連結会計期間受注高の内、外貨建分については当中間連結会計期間期中平均レートにて換算しております。また、

当中間連結会計期間受注残高の内、外貨建分については当中間連結会計期間期末日レートにて換算しております。 

  

(3) 販売の実績 

当中間連結会計期間における販売実績を事業の部門別に示すと次のとおりであります。 

  

(注) １ 上記金額には、消費税等は含まれておりません。 

２ 主な相手先別の販売高については総販売高の100分の10以上の相手先がないため記載を省略しております。 

３ 当中間連結会計期間販売高の内、外貨建分については当中間連結会計期間期中平均レートにて換算しております。 

  

事業部門 生産高(百万円) 前年同期比(％) 

印刷機械製造及び販売部門 51,382 4.3 

修理加工及び中古製品販売部門 6,468 △14.0 

合計 57,851 1.8 

事業部門 受注高(百万円) 前年同期比(％) 受注残高(百万円) 前年同期比(％) 

印刷機械製造及び販売部門 58,581 11.2 49,055 19.2 

修理加工及び中古製品販売部門 8,260 △7.0 1,411 0.1 

合計 66,841 8.6 50,466 18.6 

事業部門 販売高(百万円) 前年同期比(％) 

印刷機械製造及び販売部門 50,887 14.0 

修理加工及び中古製品販売部門 8,273 △7.7 

合計 59,161 10.4 



３ 【対処すべき課題】 

当社グループは、平成15年10月に、当連結会計年度(平成18年3月期)を最終年度とする「第Ⅰ期中期経営計画」を

策定いたしました。現在、各部門はそれぞれのアクションプランに従い全力を挙げてその達成に努めております。

この「第Ⅰ期中期経営計画」においては、「収益力の向上」と「財務体質の強化」の２項目を基本戦略として推進

しております。 

（１）収益力の向上 

 ① グローバルマーケットにおいてリーディングカンパニーの地位を堅持するため当社は、抜本的なコストダウ

ン、固定費の削減、大幅な生産性の向上等を開発・設計、資材調達、製造、物流他事業活動のあらゆる局面

で推進しております。 

  ② 特に、平成16年11月に着工した「つくば工場第２期工事」においては、取手工場に替わり当社グループの中

核工場になるつくば工場を品質や生産性で「世界一の印刷機械生産工場」にすべく、プロジェクトを組んで

推進してまいりました。日本や欧米の市場では多色の印刷機械が主流になり、また、反転機、両面機、コー

ター付等の高付加価値印刷機械の需要が増加しております。つくば工場では、このような市場の変化にも柔

軟に対応可能な最適生産体制を最先端技術の導入により確立しようとしております。本年12月には取手工場

から全面的に移転し本格稼動の予定で、これにより大幅な生産能力の向上、生産性の向上、品質の向上、並

びに生産リードタイムの短縮が確保され、当社グループの収益力の向上に大きく貢献するものと考えており

ます。 

  ③ 数値目標である「売上高営業利益率10％以上」につきましては、平成15年3月期5.6％、平成16年3月期

6.8％、平成17年3月期8.1％と改善してきましたが、最終年度である当連結会計年度(平成18年3月期)は

8.4％の見込みで、目標達成は困難な状況となっております。 

  

（２）財務体質の強化 

  ① 当社グループは、事業環境の変化に対応可能な財務基盤を確立し、維持・向上させるため、財務体質の強化

を進めております。「第Ⅰ期中期経営計画」では、有利子負債の削減と総資産の圧縮を推進してきました。

② 数値目標は、「ROA（総資本経常利益率）6%以上」及び戦略目標として「有利子負債の400億円削減」であり

ます。有利子負債の削減につきましては、当社が平成８年に発行した第2回転換社債約150億円及び第3回転

換社債約200億円を、平成15年9月、本年9月にそれぞれ手元資金及び運用の取崩で償還し、また、銀行借入

についても、海外子会社を中心に削減してきましたので、平成15年3月末の約503億円の残高が、当中間連結

会計期間末には約32億円となっており、平成18年3月末での400億円削減は達成する見込みです。しかしなが

ら、ROAにつきましては、平成15年3月末2.1％、平成16年3月末3.0％、平成17年3月末4.7％と改善してきま

したが、平成18年3月末5.3％の見込みと、達成は困難な状況となっております。 

  

尚、現在当社グループは、これまでの成果、進捗状況、事業環境等を踏まえて平成21年3月期を最終年度とする

「第Ⅱ期中期経営計画」の策定に着手しております。平成18年3月には、従業員への周知徹底と併せ、公表する予定

であります。 

  



４ 【経営上の重要な契約等】 

該当事項はありません。 

  

  

５ 【研究開発活動】 

研究開発活動は主として中間連結財務諸表提出会社である当社の技術部門が行っており、当社の事業戦略に基づ

き重要度及び緊急度の高い課題へ重点的に取り組んでおります。 

当中間連結会計期間において当社の主要市場である印刷業界は、依然として厳しい経営環境にあるものの、東欧

を含む欧州の堅調さ及び米国市場の回復傾向が、また国内でも徐々に設備更新の動きが拡がる傾向がみられており

ます。 

このような事業環境の中、印刷物の多色化傾向、高付加価値印刷化、印刷切替時間短縮・損紙低減によるロス排

除と高生産性、デジタル化への対応などのニーズが一段と強まっており、当社としてはこの市場要求に対応した製

品の開発、商品化に取り組んでまいりました。 

これらの活動の成果につきましては、本年５月に北京市で開催された「China Print2005」、９月にシカゴ市で

開催された「Print 05」で発表し、来場した印刷業界関係者から極めて大きな評価を得ることができました。特

に、印刷の新たな可能性を拡げる特殊原反への印刷、及びUVでの印刷・コーティングなどを実演して来場者の驚嘆

を得るなど、拡印刷の可能性への当社の提案に多くの共感と同意を戴くことができました。 

主な、当中間連結連結会計期間における研究開発活動は、次の通りであります。 

第一に、枚葉機においては、当社のフラッグリーダーである菊全判枚葉オフセット印刷機「リスロンS40」の機能

拡大をはかるともに、同シリーズの菊全判(新)両面専用機「リスロンS40SP」を開発、世界全市場からの如何なるニ

ーズにも対応できる、標準機、両面兼用機、両面専用機のラインアップが完成致しました。 

小型機については、好調な販売が続いている菊半裁判枚葉オフセット印刷機「SPICA26P」、「SPICA29P」シリー

ズへ折り込みチラシ印刷に対応できるワイド判（B2判）「SPICA29P-W」を開発、商品化を行いました。 

第二に、輪転機では、欧州市場向けＡ横倍判オフ輪「システム38/1250」を、国内市場向けとして(新)Ａ横全判倍

胴オフ輪「システム40/625Ⅳ」を新たに開発、出荷を開始致しました。 

「システム38/1250」は欧州市場で拡がっているオフ輪の多ページ化に対応する欧州でのオフ輪シェア拡大を目指

した戦略機であり、「システム40/625Ⅳ」は比較的大ロット印刷にも適応する国内大手ユーザを中心としたニーズ

に対応するモデルであります。 

完全自動刷版交換装置Full-APC、学習機能付KHS-AI（コモリハイパーシステム）など当社独自の機能を搭載して

短時間での印刷切替、損紙低減などをこれまでは困難と考えられていた大型機、高速機においても実現させること

ができました。 

第三に、製版のCTP(Computer to Plate)化からスタートした印刷工程のデジタル化では、生産性向上や印刷リー

ドタイム短縮効果が業界で認知され一層の拍車がかかっている状況にあります。 

当社では、国際印刷標準CIP4/JDF（製版、印刷、後加工の工程・処理のためのデジタル情報標準フォーマット）

対応を実用化したデジタルネットワーク「KOMORI DoNet （Digital Open Architecture Network）」を発表し、

印刷機械本体での対応やK-Stationなどインターフェイス機器開発により近未来のデジタルスマートファクトリー

（デジタル情報を有効に活用した印刷工場）へ向けた開発を行っております。開発成果は国内外ユーザでの実証テ

スト（βサイトテスト）を開始しており、更に完成度を高めて、より生産効率が高い印刷工場の実現を目指しており

ます。 

第四に、当社のコンセプト「人と環境とマシンの調和」に基づき、積極的な技術開発に取り組んでいることであ

ります。印刷機械の省エネルギー・省資源のため、省電力原動モーター採用の展開、洗浄装置の改善、メンテナン

スレス化の拡大、大幅な損紙低減を実現するKHSの性能向上など、コンセプトに従った取り組み、商品化をすすめて



おります。 

なお、当中間連結会計期間の研究開発費は、2,123百万円（売上高比3.6%）でした。 

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  



第３ 【設備の状況】 

１ 【主要な設備の状況】 

  

当中間連結会計期間において、主要な設備に重要な異動はありません。 

  

２ 【設備の新設、除却等の計画】 

当中間連結会計期間において、前連結会計年度末に計画中であった重要な設備の新設、除却等について、重要な

変更はありません。 

また、前連結会計年度末に計画していた設備計画のうち、当中間連結会計期間に完了した主な設備は以下の通り

であります。 

  

なお、上記設備計画の完了については、前連結会計年度末に計画（計画金額5,173百万円）した工事の完了部分に

相当する投資額を記載しております。 

  

事業所名 
(所在地) 

事業の内容 設備の内容 投資額(百万円) 完了年月 

つくば工場 
（茨城県つくば市） 

印刷機械製造 工場増設他 3,429 平成17年９月 



第４ 【提出会社の状況】 

１ 【株式等の状況】 

(1) 【株式の総数等】 

① 【株式の総数】 

  

(注) 「株式の消却が行われた場合には、これに相当する株式数を減ずる」旨を定款に定めております。 

  

  

② 【発行済株式】 

  

  

(2) 【新株予約権等の状況】 

  該当事項はありません。 

  

(3) 【発行済株式総数、資本金等の状況】 

  

  

種類 会社が発行する株式の総数(株) 

普通株式 298,000,000

計 298,000,000

種類 
中間会計期間末 
現在発行数(株) 
(平成17年９月30日) 

提出日現在
発行数(株) 

(平成17年12月20日)

上場証券取引所名又
は登録証券業協会名

内容 

普通株式 74,592,340 74,592,340

東京証券取引所
市場第一部 
大阪証券取引所 
市場第一部 

完全議決権株式であり、権利
内容に何ら限定のない当社に
おける標準となる株式 

計 74,592,340 74,592,340 ― ― 

年月日 
発行済株式 
総数増減数 
(株) 

発行済株式
総数残高 
(株) 

資本金増減額
  

(百万円) 

資本金残高
  

(百万円) 

資本準備金 
増減額 
(百万円) 

資本準備金
残高 
(百万円) 

平成17年４月１日 
    ～ 
平成17年９月30日 

― 74,592,340 ― 37,714 ― 37,797



(4) 【大株主の状況】 

平成17年９月30日現在 

(注) 上記のほか株主名簿上当社名義となっている自己株式が4,210千株あり、発行済株式総数に対する所有株式数の割合は5.64％

であります。 

  

氏名又は名称 住所
所有株式数
(千株) 

発行済株式総数に対する
所有株式数の割合(％) 

日本マスタートラスト信託銀行
株式会社（信託口） 

東京都港区浜松町2丁目11―3 6,644 8.91

日本トラスティ・サービス信託
銀行株式会社（信託口） 

東京都中央区晴海1丁目8―11 4,240 5.68

有限会社コモリエステート 東京都港区南青山6丁目7―5―1001 2,640 3.54

明治安田生命保険相互会社 東京都千代田区丸の内2丁目1―1 2,537 3.40

株式会社みずほコーポレート銀
行 

東京都千代田区丸の内1丁目3―3 2,000 2.68

有限会社アデスカンパニー 東京都大田区田園調布3丁目18―15 1,980 2.65

小森紀子 
東京都渋谷区恵比寿2丁目28―11
センチュリープラザ403 

1,952 2.62

日本トラスティ・サービス信託
銀行株式会社（信託口4） 

東京都中央区晴海1丁目8―11 1,776 2.38

日本生命保険相互会社 
（特別勘定年金口） 

東京都千代田区丸の内1丁目6―6 1,599 2.14

ステート ストリート バンクアン
ド トラスト カンパニー 

（常任代理人 
 株式会社みずほコーポレート銀行
兜町証券決済業務室） 

AIB INTERNATIONAL CENTRE P.O.Box518 
IFSC DUBLIN,IRELAND 
（東京都中央区日本橋兜町6―7） 

1,443 1.94

計 ― 26,811 35.94



(5) 【議決権の状況】 

① 【発行済株式】 

平成17年９月30日現在 

(注) 単元未満株式には当社所有の自己株式325株が含まれております。 

  

② 【自己株式等】 

平成17年９月30日現在 

  

２ 【株価の推移】 

【当該中間会計期間における月別最高・最低株価】 

  

(注) 株価は東京証券取引所(市場第一部)における市場相場であります。 

  

３ 【役員の状況】 

前事業年度の有価証券報告書提出日後、当半期報告書提出日までにおいて、役員の異動はありません。 

  

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容 

無議決権株式 ― ― ― 

議決権制限株式(自己株式等) ― ― ― 

議決権制限株式(その他) ― ― ― 

完全議決権株式(自己株式等) 
(自己保有株式) 

― ― 
普通株式 4,210,000

完全議決権株式(その他) 普通株式 69,845,000 69,845 ― 

単元未満株式 普通株式 537,340 ― ― 

発行済株式総数 74,592,340 ― ― 

総株主の議決権 ― 69,845 ― 

所有者の氏名 
又は名称 

所有者の住所 
自己名義
所有株式数 
(株) 

他人名義
所有株式数 
(株) 

所有株式数
の合計 
(株) 

発行済株式総数
に対する所有 
株式数の割合(％)

(自己保有株式) 
㈱小森コーポレーション 

東京都墨田区吾妻橋 
３丁目11番１号 

4,210,000 ― 4,210,000 5.64

計 ― 4,210,000 ― 4,210,000 5.64

月別 平成17年４月 ５月 ６月 ７月 ８月 ９月 

最高(円) 1,641 1,694 1,698 1,768 1,926 2,080

最低(円) 1,466 1,531 1,610 1,628 1,655 1,764



第５ 【経理の状況】 

１ 中間連結財務諸表及び中間財務諸表の作成方法について 

(1) 当社の中間連結財務諸表は、「中間連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」(平成11年大蔵省令第

24号。以下「中間連結財務諸表規則」という。)に基づいて作成しております。 

ただし、前中間連結会計期間(平成16年４月１日から平成16年９月30日まで)は、「財務諸表等の用語、様式及び

作成方法に関する規則等の一部を改正する内閣府令」(平成16年1月30日 内閣府令第5号)附則第3項のただし書きに

より、改正前の中間連結財務諸表規則に基づいて作成しております。 

  

(2) 当社の中間財務諸表は、「中間財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」(昭和52年大蔵省令第38号。

以下「中間財務諸表等規則」という。)に基づいて作成しております。 

ただし、前中間会計期間(平成16年４月１日から平成16年９月30日まで)は、「財務諸表等の用語、様式及び作成

方法に関する規則等の一部を改正する内閣府令」(平成16年1月30日 内閣府令第5号)附則第3項のただし書きによ

り、改正前の中間財務諸表等規則に基づいて作成しております。 

  

２ 監査証明について 

当社は、証券取引法第193条の２の規定に基づき、前中間連結会計期間(平成16年４月１日から平成16年９月30日ま

で)及び前中間会計期間(平成16年４月１日から平成16年９月30日まで)並びに当中間連結会計期間(平成17年４月１日

から平成17年９月30日まで)及び当中間会計期間(平成17年４月１日から平成17年９月30日まで)の中間連結財務諸表及

び中間財務諸表について中央青山監査法人により中間監査を受けております。 



１ 【中間連結財務諸表等】 

(1) 【中間連結財務諸表】 

① 【中間連結貸借対照表】 

  

  

    
前中間連結会計期間末 

(平成16年９月30日) 

当中間連結会計期間末 

(平成17年９月30日) 

前連結会計年度 
要約連結貸借対照表 
(平成17年３月31日) 

区分 注記 
番号 金額(百万円) 構成比

(％) 金額(百万円)
構成比
(％) 金額(百万円) 構成比

(％) 

(資産の部)          

Ⅰ 流動資産          

１ 現金及び預金    45,256 32,295   47,913 

２ 受取手形及び売掛金    57,257 56,978   54,797 

３ 有価証券    351 10   312 

４ 棚卸資産    33,788 37,106   35,084 

５ 繰延税金資産    4,561 5,242   4,732 

６ その他の流動資産    2,964 4,047   1,837 

７ 貸倒引当金    △807 △914   △872 

流動資産合計    143,372 67.6 134,766 67.9   143,804 68.0

Ⅱ 固定資産          

１ 有形固定資産          

(1) 建物及び構築物   21,095   24,549 21,115   

減価償却累計額   12,459 8,635 13,013 11,535 12,767 8,347 

(2) 機械装置及び 
運搬具   21,257   21,832 21,680   

減価償却累計額   17,119 4,137 17,744 4,087 17,308 4,371 

(3) 土地    19,310 18,253   18,922 

(4) 建設仮勘定    211 330   1,354 

(5) その他の 
有形固定資産   8,724   8,489 8,568   

減価償却累計額   7,803 921 7,494 994 7,591 977 

有形固定資産合計    33,216 15.7 35,201 17.7   33,974 16.1

２ 無形固定資産    1,329 0.6 1,350 0.7   1,442 0.7

３ 投資その他の資産          

(1) 投資有価証券    14,445 12,675   13,661 

(2) 長期貸付金    521 712   510 

(3) 繰延税金資産    2,047 664   1,873 

(4) 保険積立金    15,363 12,029   14,930 

(5) その他の 
投資その他の資産    6,874 1,581   1,674 

(6) 貸倒引当金    △5,190 △533   △526 

投資その他の 
資産合計    34,062 16.1 27,130 13.7   32,124 15.2

固定資産合計    68,608 32.4 63,683 32.1   67,540 32.0

資産合計    211,980 100.0 198,450 100.0   211,345 100.0

           



  

    
前中間連結会計期間末 

(平成16年９月30日) 

当中間連結会計期間末 

(平成17年９月30日) 

前連結会計年度 
要約連結貸借対照表 
(平成17年３月31日) 

区分 注記 
番号 金額(百万円) 構成比

(％) 金額(百万円)
構成比
(％) 金額(百万円) 構成比

(％) 

(負債の部)          

Ⅰ 流動負債          

１ 支払手形及び買掛金    24,178 26,711   24,790 

２ 短期借入金    7,644 1,535   2,603 

３ １年以内返済予定 
長期借入金    1,042 954   － 

４ １年以内償還の 
転換社債    19,993 －   19,993 

５ 未払法人税等    2,523 2,897   2,340 

６ 賞与引当金    946 1,008   989 

７ 製品保証引当金    1,436 1,586   1,498 

８ 債務保証損失引当金    1,699 2,027   1,680 

９ 延払売上繰延利益    685 547   519 

10 設備等支払手形    114 222   216 

11 その他の流動負債    6,947 10,664   8,947 

流動負債合計    67,211 31.7 48,155 24.3   63,579 30.1

Ⅱ 固定負債          

１ 長期借入金    1,696 734   1,360 

２ 繰延税金負債    ― 1,762   1,556 

３ 役員退職引当金    408 411   429 

４ 退職給付引当金    131 96   115 

５ その他の固定負債    337 217   79 

固定負債合計    2,573 1.2 3,222 1.6   3,541 1.7

負債合計    69,785 32.9 51,378 25.9   67,120 31.8

(少数株主持分)          

少数株主持分    ― ― ― ―   ― ―

(資本の部)          

Ⅰ 資本金    37,714 17.8 37,714 19.0   37,714 17.8

Ⅱ 資本剰余金    37,797 17.8 37,871 19.1   37,797 17.8

Ⅲ 利益剰余金    70,511 33.3 75,277 37.9   73,057 34.6

Ⅳ その他有価証券 
評価差額金    1,331 0.6 2,960 1.5   2,262 1.1

Ⅴ 為替換算調整勘定    △600 △0.3 △599 △0.3   △516 △0.2

Ⅵ 自己株式    △4,558 △2.1 △6,154 △3.1   △6,091 △2.9

資本合計    142,194 67.1 147,071 74.1   144,224 68.2

負債・少数株主持分 
及び資本合計    211,980 100.0 198,450 100.0   211,345 100.0

           



② 【中間連結損益計算書】 

  

  

    
前中間連結会計期間 

(自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日) 

当中間連結会計期間 

(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

前連結会計年度の 
要約連結損益計算書 
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

区分 注記 
番号 金額(百万円) 百分比

(％) 金額(百万円)
百分比
(％) 金額(百万円) 百分比

(％) 

Ⅰ 売上高    53,608 100.0 59,161 100.0   111,822 100.0

Ⅱ 売上原価    36,569 68.2 39,777 67.2   75,904 67.9

延払売上繰延利益 
戻入額    176 0.3 107 0.2   333 0.3

延払売上繰延利益 
繰入額    82 0.1 135 0.3   72 0.0

売上総利益    17,133 32.0 19,355 32.7   36,178 32.4

Ⅲ 販売費及び一般管理費 ※１  13,398 25.0 14,784 25.0   27,129 24.3

営業利益    3,735 7.0 4,571 7.7   9,049 8.1

Ⅳ 営業外収益          

１ 受取利息   338   325 628   

２ 生命保険返戻差益   35   220 177   

３ 投資有価証券売却益   21   289 ―   

４ 為替差益   1,160   359 1,196   

５ 特定金銭信託運用益   201   ― 325   

６ その他の営業外収益   307 2,065 3.8 394 1,589 2.7 546 2,874 2.5

Ⅴ 営業外費用          

１ 支払利息   420   233 769   

２ 棚卸資産廃棄損   32   56 99   

３ 有価証券償還損   1   0 1   

４ 投資有価証券売却損   ―   ― 424   

５ 特定金銭信託評価損   126   ― ―   

６ 訴訟和解金   99   136 101   

７ その他の営業外費用   203 884 1.6 165 591 1.0 743 2,140 1.9

経常利益    4,916 9.2 5,568 9.4   9,783 8.7

           



  

  

    
前中間連結会計期間 

(自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日) 

当中間連結会計期間 

(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

前連結会計年度の 
要約連結損益計算書 
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

区分 注記 
番号 金額(百万円) 百分比

(％) 金額(百万円)
百分比
(％) 金額(百万円) 百分比

(％) 

Ⅵ 特別利益          

１ 固定資産売却益 ※２ 3   4 5   

２ 投資有価証券売却益   ―   23 309   

３ 貸倒引当金戻入益   ―   61 318   

４ 保険差益   ― 3 0.0 ― 90 0.2 21 655 0.6

Ⅶ 特別損失          

１ 固定資産売却及び 
除却損 ※３ 22   17 ―   

２ 固定資産売却損 ※４ ―   ― 362   

３ 固定資産除却損 ※５ ―   ― 38   

４ 減損損失 ※６ ―   665 ―   

５ その他有価証券 
評価損   3   ―

―   

６ その他の特別損失 
    ― 25 0.0 ― 683 1.2 88 489 0.4

税金等調整前 
中間(当期)純利益    4,894 9.2 4,975 8.4   9,948 8.9

法人税、住民税及び 
事業税   2,013   2,684 3,092   

過年度法人税等還付
額   ―   △1,246 ―   

法人税等調整額   △211 1,802 3.4 504 1,942 3.3 574 3,666 3.3

中間(当期)純利益    3,092 5.8 3,033 5.1   6,282 5.6

           



③ 【中間連結剰余金計算書】 

  

  

  
前中間連結会計期間
(自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日)

当中間連結会計期間
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日)

前連結会計年度 
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日)

区分 
注記 
番号 

金額(百万円) 金額(百万円) 金額(百万円) 

（資本剰余金の部）     

Ⅰ 資本剰余金期首残高   37,797 37,797   37,797

Ⅱ 資本剰余金増加高     

１ 自己株式処分差益 ― ― 74 74 ― ―

Ⅲ 資本剰余金中間期末(期末) 
  残高 

  37,797 37,871   37,797

（利益剰余金の部）     

Ⅰ 利益剰余金期首残高   68,098 73,057   68,098

Ⅱ 利益剰余金増加高     

１ 中間(当期)純利益 3,092 3,092 3,033 3,033 6,282 6,282

Ⅲ 利益剰余金減少高     

１ 配当金 649 774 1,291 

２ 取締役賞与金 30 679 39 813 30 1,322

Ⅳ 利益剰余金中間期末(期末) 
  残高 

  70,511 75,277   73,057

        



④ 【中間連結キャッシュ・フロー計算書】 

  

  

   
前中間連結会計期間
(自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日)

当中間連結会計期間
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日)

前連結会計年度 
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日)

区分 
注記 
番号 

金額(百万円) 金額(百万円) 金額(百万円) 

Ⅰ 営業活動による 
キャッシュ・フロー 

  

税金等調整前 
中間(当期)純利益 

 4,894 4,975 9,948

減価償却費  1,110 1,060 2,273

減損損失  ― 665 ―

貸倒引当金の増加額 
(又は減少額(△)) 

 27 41 △4,569

賞与引当金の増加額 
(又は減少額(△)) 

 △33 18 10

退職給付引当金の増加額 
(又は減少額(△)) 

 77 △22 60

受取利息及び配当金  △394 △400 △719

支払利息  420 233 769

為替差益  △2,105 △475 △1,703

役員賞与の支払額  △30 △39 △30

投資有価証券売却損 
(又は投資有価証券売却 
益(△)) 

 21 △313 115

その他有価証券評価損  3 ― ―

生命保険返戻差益  △35 △220 △177

売上債権の減少額 
(又は増加額(△)) 

 △934 △1,434 3,317

棚卸資産の増加額  △2,230 △1,749 △3,718

仕入債務の増加額  2,515 1,354 3,131

その他債権の減少額 
(又は増加額(△)) 

 △52 △416 4,873

未収及び未払消費税等の 
純増額 

 △124 △73 △95

その他  661 313 234

小計  3,794 3,516 13,718

利息及び配当金の受取額  394 399 721

利息の支払額  △427 △241 △770

法人税等の支払額  △2,629 △2,011 △3,705

営業活動による 
キャッシュ・フロー 

 1,131 1,662 9,962



  

  

   
前中間連結会計期間
(自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日)

当中間連結会計期間
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日)

前連結会計年度 
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日)

区分 
注記 
番号 

金額(百万円) 金額(百万円) 金額(百万円) 

Ⅱ 投資活動による 
キャッシュ・フロー 

  

定期預金等の預入 
による支出 

 △2,269 △4,942 △4,653

定期預金等の払戻 
による収入 

 2,874 2,274 5,163

有価証券の取得による支出  △0 △0 △0

有価証券の売却による収入  ― 212 ―

有価証券の償還による収入  510 3 511

有形及び無形固定資産 
の取得による支出 

 
  

△780 △1,852 △3,088

有形及び無形固定資産 
の売却による収入 

 
  

108 124 249

投資有価証券の取得 
による支出 

 △185 △222 △1,461

投資有価証券の売却 
による収入 

 638 2,809 4,385

その他の投資の取得 
による支出 

※２ △889 △1,425 △2,006

その他の投資の回収 
による収入 

※２ 1,069 4,550 2,815

貸付による支出  ― △220 ―

貸付金回収による収入  10 18 20

金銭の信託の回収による収
入 

 ― ― 1,258

投資活動による 
キャッシュ・フロー 

 1,086 1,327 3,196

Ⅲ 財務活動による 
キャッシュ・フロー 

  

短期借入れによる収入  4,848 1,667 5,382

短期借入金の返済 
による支出 

 △4,016 △1,777 △10,270

長期借入金の返済 
による支出 

 △882 △516 △1,404

社債の償還による支出  ― △19,993 ―

自己株式の取得 
による支出 

 △1,078 △500 △2,611

自己株式の売却・処分 
による収入 

 ― 512 ―

配当金の支払額  △649 △774 △1,291

財務活動による 
キャッシュ・フロー 

 △1,777 △21,381 △10,196

Ⅳ 現金及び現金同等物 
に係る換算差額 

 234 104 273

Ⅴ 現金及び現金同等物 
の増加額(又は減少額(△)) 

 673 △18,287 3,236

Ⅵ 現金及び現金同等物 
の期首残高 

 42,241 45,509 42,241

Ⅶ 新規連結に伴う 
現金及び現金同等物 
による増加額 

  
  

31 ― 31

Ⅷ 現金及び現金同等物 
の中間期末(期末)残高 

※１ 42,947 27,222 45,509

     



中間連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項 

  

  

項目 
前中間連結会計期間 
(自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日) 

当中間連結会計期間
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

前連結会計年度 
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

１ 連結の範囲に関す

る事項 

(1) 連結子会社の数 

  

  

14社 

  

  

15社 

  

  

15社 

  主要な連結子会社の名称 

㈱小森マシナリー 

㈱小森エレクトロニクス 

コモリアメリカ コーポレ

ーション 

コモリインターナショナ

ルヨーロッパビー．ヴ

ィ． 

小森香港有限公司 

なお、小森国際貿易（深

圳）有限公司は平成15年

12月24日に、コモリ オ

ーストラリア ピーティ

ーワイ リミテッドは平

成16年2月27日に設立さ

れ、当中間連結会計期間

より営業活動を開始した

ため連結子会社に含めて

おります。 

主要な連結子会社の名称 

㈱小森マシナリー 

㈱小森エレクトロニクス 

コモリアメリカ コーポレ

ーション 

コモリインターナショナ

ルヨーロッパビー．ヴ

ィ． 

小森香港有限公司 

  

  

主要な連結子会社の名称 

㈱小森マシナリー 

㈱小森エレクトロニクス 

コモリアメリカ コーポレ

ーション 

コモリインターナショナル

ヨーロッパビー．ヴィ． 

小森香港有限公司 

なお、小森国際貿易（深

圳）有限公司は平成15年

12月24日に、コモリ オ

ーストラリア ピーティ

ーワイ リミテッドは平

成16年2月27日に設立さ

れ、当連結会計年度より

営業活動を開始したため

連結子会社に含めており

ます。また、コモリ イ

ンターナショナル ネザ

ランズ ビー．ヴィ.は平

成16年10月1日に欧州地区

販売強化のため設立さ

れ、当連結会計年度より

連結子会社に含めており

ます。 

  

(2) 主要な非連結子

会社名 

㈱小森興産 

（連結の範囲から除いた

理由） 

非連結子会社は、小規模

会社であり、総資産、売

上高、中間純損益及び利

益剰余金(持分に見合う

額)等は、中間連結財務諸

表に重要な影響を及ぼし

ていないためでありま

す。 

㈱小森興産 

（連結の範囲から除いた

理由） 

左に同じ 

㈱小森興産 

 (連結の範囲から除いた

理由) 

非連結子会社は、小規模会

社であり、総資産、売上

高、当期純損益及び利益剰

余金(持分に見合う額)等

は、連結財務諸表に重要な

影響を及ぼしていないため

であります。 



  

  

項目 
前中間連結会計期間 
(自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日) 

当中間連結会計期間
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

前連結会計年度 
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

２ 持分法の適用に関

する事項 

非連結子会社１社につい

ては、中間純損益及び利

益剰余金等に及ぼす影響

が軽微であり、かつ全体

としても重要性がないた

め、この会社に対する投

資については、持分法を

適用せず、原価法により

評価しております。 

左に同じ 非連結子会社１社は、当

期純損益及び利益剰余金

等に及ぼす影響が軽微で

あり、かつ全体としても

重要性がないため、この

会社に対する投資につい

ては、持分法を適用せ

ず、原価法により評価し

ております。 

３ 連結子会社の中間

決算日(決算日)等

に関する事項 

  

連結子会社のうち、小森

国際貿易（深圳）有限公

司の中間決算日は6月30日

であり、中間連結財務諸

表の作成にあたっては同

日現在の財務諸表を使用

して、中間連結決算日と

の間に生じた重要な取引

については連結上必要な

調整を行っております。

同社以外の連結子会社の

中間決算日と中間連結決

算日は一致しておりま

す。 

連結子会社のうち、小森

国際貿易（深圳）有限公

司の中間決算日は6月30日

であり、中間連結財務諸

表の作成にあたっては中

間連結決算日現在で実施

した仮決算に基づく中間

財務諸表を使用しており

ます。同社以外の連結子

会社の中間決算日と中間

連結決算日は一致してお

ります。 

連結子会社のうち、小

森国際貿易（深圳）有限

公司の事業年度末日は12

月31日であり、連結財務

諸表の作成にあたって

は、連結決算日現在で実

施した仮決算に基づく財

務諸表を使用しておりま

す。同社以外の連結子会

社の事業年度末日と連結

決算日は一致しておりま

す。 

  

４ 会計処理基準に関

する事項 

(1) 重要な資産の評

価基準及び評価

方法 

  

  

① 有価証券 

  

  

  

① 有価証券 

  

  

  

① 有価証券 

  

  ａ その他有価証券 

時価のあるもの 

中間決算末日の市

場価格等に基づく

時価法 

(評価差額は、全

部資本直入法によ

り処理し、売却原

価は、移動平均法

により算定) 

左に同じ ａ その他有価証券 

時価のあるもの 

決算日の市場価格

等に基づく時価法 

(評価差額は、全

部資本直入法によ

り処理し、売却原

価は、移動平均法

により算定) 

  時価のないもの 

移動平均法による

原価法 

  時価のないもの 

移動平均法による

原価法 

    なお、投資事業有限責任

組合及びこれに類する組

合への出資（証券取引法

第２条第２項により有価

証券とみなされるもの）

については、組合契約に

規定される決算報告日に

応じて入手可能な最近の

決算書を基礎とし、持分

相当額を純額で取り込む

方法によっております。 

なお、投資事業有限責任

組合及びこれに類する組

合への出資（証券取引法

第２条第２項により有価

証券とみなされるもの）

については、組合契約に

規定される決算報告日に

応じて入手可能な最近の

決算書を基礎とし、持分

相当額を純額で取り込む

方法によっております。 



  

項目 
前中間連結会計期間 
(自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日) 

当中間連結会計期間
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

前連結会計年度 
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

  ② 棚卸資産 

製 品  主として個別法

による原価法 

② 棚卸資産 

左に同じ 

② 棚卸資産 

左に同じ 

  中古製品 主として個別法

による原価法 

    

  原材料  主として先入先

出法による原価

法 

    

  仕掛品  個別法による原

価法 

    

  ③ デリバティブ取引 

時価法 

③ デリバティブ取引 

左に同じ 

③ デリバティブ取引 

左に同じ 

  ④ 金銭の信託 

 運用目的のものは時価

法により、運用及び満期

保有目的以外のものは、

その他有価証券に準じた

方法 

―――― ④ 金銭の信託 

 運用目的のものは時価

法により、運用及び満期

保有目的以外のものは、

その他有価証券に準じた

方法 

(2) 重要な減価償却

資産の減価償却

の方法 

① 有形固定資産 

主として定率法によっ

ております。 

 なお、耐用年数及び残

存価額については、法人

税法に規定する方法と同

一の基準によっていま

す。 

ただし、当社および㈱

小森マシナリーでは、平

成10年４月１日以降に取

得した建物(建物附属設

備は除く)については、

定額法によっておりま

す。 

① 有形固定資産 

左に同じ 

① 有形固定資産 

左に同じ 

  ② 無形固定資産 

ａ 営業権 

当社は商法施行規則に

規定する最長期間(５年)

に基づく均等償却、台湾

小森股份有限公司は10年

の均等償却によっており

ます。 

② 無形固定資産 

ａ 営業権 
左に同じ 
  

② 無形固定資産 

ａ 営業権 
左に同じ 
  

  ｂ ソフトウェア 

 当社及び国内連結子会

社においては、自社利用

のソフトウェアの減価償

却方法については社内に

おける利用可能期間(５

年)に基づく定額法によ

っております。 

ｂ ソフトウェア 

左に同じ 

ｂ ソフトウェア 

左に同じ 

  ｃ その他 

 定額法によっておりま

す。 

ｃ その他 

左に同じ 

ｃ その他 

左に同じ 



  

  

項目 
前中間連結会計期間 
(自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日) 

当中間連結会計期間
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

前連結会計年度 
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

(3) 重要な引当金の

計上基準 

① 貸倒引当金 

  

  

債権の貸倒による損失に備

えるため、主として一般債

権については貸倒実績率に

より、貸倒懸念債権等特定

の債権については個別に回

収可能性を勘案し、回収不

能見込額を計上しておりま

す。 

  

  

左に同じ 

  

  

左に同じ 

② 賞与引当金 当社及び国内連結子会社

は、従業員に対する賞与の

支給に備えるため、将来の

支給見込額のうち当中間連

結会計期間負担分を計上し

ております。 

左に同じ 当社及び国内連結子会社

は、従業員に対する賞与の

支給に備えるため、将来の

支給見込額のうち当連結会

計年度負担分を計上してお

ります。 

③ 退職給付引当

金 

従業員の退職給付に備える

ため、主として、当連結会

計年度末における退職給付

債務及び年金資産の見込額

に基づき、当中間連結会計

期間末において発生してい

ると認められる額を計上し

ております。 

なお、数理計算上の差異に

ついては、各連結会計年度

の発生時における従業員の

平均残存勤務期間内の一定

の年数(15年)による定額法

により、翌連結会計年度よ

り費用処理しております。 

左に同じ 従業員の退職給付に備える

ため、主として、当連結会

計年度末における退職給付

債務及び年金資産の見込額

に基づき、当連結会計年度

末において発生していると

認められる額を計上してお

ります。 

なお、数理計算上の差異

は、各連結会計年度の発生

時の従業員の平均残存勤務

期間内の一定の年数(15年)

による定額法により按分し

た額をそれぞれ発生の翌連

結会計年度から費用処理し

ております。 

④ 製品保証引当

金 

契約上の保証期間内の無償

修理費の支出に充てるた

め、過去の売上高に対する

無償修理費の実績率に基づ

いて算定した金額を計上し

ております。 

左に同じ 左に同じ 

⑤ 役員退職引当

金 

当社及び㈱小森マシナリー

は、役員の退職慰労金の支

給に充てるため、内規に基

づいて算定した金額を計上

しております。 

左に同じ 左に同じ 



  

  

項目 
前中間連結会計期間 
(自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日) 

当中間連結会計期間
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

前連結会計年度 
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

⑥ 債務保証損失

引当金 

当社および海外連結子会社

の一部では、製品を購入し

た顧客のリース会社及び提

携銀行等への債務に対して

当社および当該子会社がそ

れぞれ実施した債務保証に

備えるため、損失発生実績

率に基づいて算定した必要

額の他、必要に応じて損失

発生の可能性を個別に検討

して算定した損失見込額を

計上しております。 

左に同じ 左に同じ 

(4) 重要な外貨建の

資産又は負債の

本邦通貨への換

算基準 

外貨建金銭債権債務は、中

間決算日の直物為替相場に

より円貨に換算し、換算差

額は損益として処理してお

ります。なお、海外連結子

会社等の資産及び負債は、

中間決算日の直物為替相場

により円貨に換算し、収益

及び費用は期中平均相場に

より円貨に換算し、換算差

額は資本の部における為替

換算調整勘定に含めており

ます。 

左に同じ 外貨建金銭債権債務は、期

末決算日の直物為替相場に

より円貨に換算し、換算差

額は損益として処理してお

ります。なお、海外連結子

会社等の資産及び負債は、

期末決算日の直物為替相場

により円貨に換算し、収益

及び費用は期中平均相場に

より円貨に換算し、換算差

額は資本の部における為替

換算調整勘定に含めており

ます。 

(5) 重要なリース取

引の処理方法 

主としてリース物件の所有

権が借主に移転すると認め

られるもの以外のファイナ

ンス・リース取引について

は、通常の賃貸借取引に係

る方法に準じた会計処理に

よっております。 

左に同じ 左に同じ 

(6) その他中間連結

財務諸表(連結

財務諸表)作成

のための重要な

事項 

消費税等の会計処理 

消費税等の会計処理は、税

抜方式によっております。 

消費税等の会計処理 

左に同じ 

消費税等の会計処理 

左に同じ 

  

  

５ 中間連結キャッシ

ュ・フロー計算書

( 連結キャッシ

ュ・フロー計算

書)における資金

の範囲 

中間連結キャッシュ・フロ

ー計算書における資金(現

金及び現金同等物)は、手

許現金、随時引き出し可能

な預金及び容易に換金可能

であり、かつ、価値の変動

について僅少なリスクしか

負わない取得日から３ヶ月

以内に償還期限の到来する

短期投資からなっておりま

す。 

左に同じ 連結キャッシュ・フロー計

算書における資金(現金及

び現金同等物)は、手許現

金、随時引き出し可能な預

金及び容易に換金可能であ

り、かつ、価値の変動につ

いて僅少なリスクしか負わ

ない取得日から３ヶ月以内

に償還期限の到来する短期

投資からなっております。 



中間連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更 

  

前中間連結会計期間 
(自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日) 

当中間連結会計期間
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

前連結会計年度 
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

――――― （固定資産の減損に係る会計基準） 

当中間連結会計期間より、固定資

産の減損に係る会計基準（「固定資

産の減損に係る会計基準の設定に関

する意見書」（企業会計審議会 平

成14年８月９日））及び「固定資産

の減損に係る会計基準の適用指針」

（企業会計基準適用指針第６号 平

成15年10月31日）を適用しておりま

す。これにより税金等調整前中間純

利益は665百万円減少しておりま

す。 

なお、減損損失累計額について

は、改正後の中間連結財務諸表規則

に基づき各資産の金額から直接控除

しております。 

――――― 



表示方法の変更 

  

前中間連結会計期間 
(自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日) 

当中間連結会計期間 
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

――――― (中間連結貸借対照表) 

 「証券取引法等の一部を改正する法律」（平成16年法

律第97号）が平成16年６月９日に公布され、平成16年12

月１日より適用となること及び「金融商品会計に関する

実務指針」（会計制度委員会報告第14号）が平成17年２

月15日付で改正されたことに伴い、当中間連結会計期間

から投資事業有限責任組合及びこれに類する組合への出

資（証券取引法第２条第２項により有価証券とみなされ

るもの）を投資有価証券として表示する方法に変更しま

した。 

 なお、当中間連結会計期間の「投資有価証券」に含ま

れる当該出資の額は192百万円であり、前中間連結会計

期間における「その他の投資その他の資産」に含まれて

いる当該出資の額は186百万円であります。 



追加情報 

  

注記事項 

(中間連結貸借対照表関係) 

  

  

前中間連結会計期間 
(自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日) 

当中間連結会計期間
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

前連結会計年度 
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

「地方税法等の一部を改正する法

律」（平成15年法律第９号）が平成

15年３月31日に公布され、平成16年

４月１日以後に開始する事業年度よ

り外形標準課税制度が導入されたこ

とに伴い、当中間連結会計期間から

「法人事業税における外形標準課税

部分の損益計算書上の表示について

の実務上の取扱い」（平成16年２月

13日 企業会計基準委員会 実務対応

報告第12号）に従い法人事業税の付

加価値割及び資本割については、販

売費及び一般管理費に計上しており

ます。 

 この結果、販売費及び一般管理費

が123百万円増加し、営業利益、経

常利益及び税金等調整前中間純利益

が、123百万円減少しております。 

――――― 「地方税法等の一部を改正する法
律」（平成15年法律第9号）が平成
15年３月31日に公布され、平成16年
４月１日以後に開始する事業年度よ
り外形標準課税制度が導入されたこ
とに伴い,当連結会計年度から「法
人事業税における外形標準課税部分
の損益計算書上の表示についての実
務上の取扱い」（平成16年２月13日 
企業会計基準委員会 実務対応報告
第12号）に従い法人事業税の付加価
値割及び資本割については、販売費
及び一般管理費に計上しておりま
す。 
この結果、販売費及び一般管理費
が241百万円増加し、営業利益、経
常利益及び税金等調整前当期純利益
が、241百万円減少しております。 

  

項目 
前中間連結会計期間末 
(平成16年９月30日) 

当中間連結会計期間末
(平成17年９月30日) 

前連結会計年度末 
(平成17年３月31日) 

１ 保証債務 取引先機械購入資金借入・

リース債務 
㈱近代美術 
他国内顧客 
324社 

  12,862百万円

クーパーク
レッグ社他 
海外顧客 
542社 

  13,777 

計   26,639 

取引先機械購入資金借入

等・リース債務 
㈱近代美術
他国内顧客
  314件 

13,562百万円

クーパーク
レッグ社他
海外顧客 
  581件 

13,684

計 27,247

取引先機械購入資金借入・

リース債務 
㈱共立印刷 
他国内顧客 
  328件 

  13,237百万円

クーパーク 
レッグ社他 
海外顧客 
  586件 

  13,776 

計   27,014 
  (上記のうち外貨による保

証債務) 

79,613千米ドル 

(8,841百万円) 

2,982千カナダドル 

(260百万円) 

32,399千ユーロ 

(4,440百万円) 

710千英ポンド 

(142百万円) 

(上記のうち外貨による保

証債務) 

79,768千米ドル 

(9,029百万円) 

31,413千ユーロ 

(4,276百万円) 

129千英ポンド 

(25百万円) 

3,185千加ドル 

(307百万円) 

(上記のうち外貨による保

証債務) 

79,984千米ドル 

(8,589百万円) 

33,823千ユーロ 

(4,697百万円) 

640千英ポンド 

(129百万円) 

3,393千加ドル 

(299百万円)



(中間連結損益計算書関係) 

  

  

項目 
前中間連結会計期間 
(自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日) 

当中間連結会計期間
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

前連結会計年度 
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

※１ 販売費及び一般

管理費の主要な

費目 

  

従業員給料 
賃金手当 

2,593百万円

販売出荷費 2,263 

研究開発費 1,859 

製品保証 
引当金繰入額 

761 

賞与引当金 
繰入額 

186 

減価償却費 400 

役員退職 
引当金繰入額 

21 

貸倒引当金 
繰入額 

61 

債務保証損失 
引当金繰入額 

215 

  

従業員給料 
賃金手当 

2,698百万円

販売出荷費 2,596

研究開発費 2,123

製品保証 
引当金繰入額

973

賞与引当金 
繰入額 

215

減価償却費 387

役員退職 
引当金繰入額

20

貸倒引当金 
繰入額 

51

債務保証損失
引当金繰入額

296

  

従業員給料 
賃金手当 

5,214百万円

販売出荷費 4,904 

研究開発費 3,986 

製品保証 
引当金繰入額 

975 

賞与引当金 
繰入額 

196 

減価償却費 800 

役員退職 
引当金繰入額 

42 

貸倒引当金 
繰入額 

42 

債務保証損失 
引当金繰入額 

338 

※２ 固定資産売却益 機械装置及び 
運搬具 

3百万円
機械装置及び
運搬具 

4百万円

  

機械装置及び 
運搬具 

5百万円

※３ 固定資産売却及

び除却損 

建物及び構築物 3百万円

機械装置及び 
運搬具 

15 

その他の 
有形固定資産 

3 

計 22 

建物及び構築物 10百万円

機械装置及び 
運搬具 

4

その他の 
有形固定資産 

2

計 17

―――― 

※４ 固定資産売却損 ―――― ―――― 建物及び構築物 6百万円

機械装置及び 
運搬具 

19 

土地 335 

計 362 

※５ 固定資産除却損 ―――― ―――― 建物及び構築物 5百万円

機械装置及び 
運搬具 

5 

その他の 
有形固定資産 

26 

計 38 

    



  

  

(中間連結キャッシュ・フロー計算書関係) 

  

  

項目 
前中間連結会計期間 
(自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日) 

当中間連結会計期間
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

前連結会計年度 
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

※６ 減損損失 ―――― 当中間連結会計期間にお
いて、当社グループは、以
下の資産グループについて
減損損失を計上しておりま
す。 
  

  
当社グループは、事業用

資産については事業の部門

ごとに、遊休資産について

は個々の資産ごとにグルー

ピングを行っております。 

 上記土地については、時

価が取得原価に比べて著し

く下落しているため、帳簿

価額を回収可能価額まで減

額し、当該減少額を減損損

失(665百万円)として特別損

失に計上しております。 
 なお、回収可能価額は正
味売却価額により測定して
おり、正味売却価額は不動
産鑑定評価額により算出し
ております。 
  

場所 用途 種類 

茨城県

牛久市 

遊休資

産 
土地 

―――― 

前中間連結会計期間 
(自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日) 

当中間連結会計期間
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

前連結会計年度 
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

※１ 現金及び現金同等物の中間期

末残高と中間連結貸借対照表

に掲記されている科目の金額

との関係 

現金及び 
預金勘定 

  
45,256百万円

預入期間が 
３ヶ月を 
超える 
定期預金 

  

△2,309 

現金及び 
現金同等物 

  
42,947 

    

※１ 現金及び現金同等物の中間期

末残高と中間連結貸借対照表

に掲記されている科目の金額

との関係 

現金及び
預金勘定 

32,295百万円

預入期間が
３ヶ月を 
超える 
定期預金 

△5,072

現金及び
現金同等物 

27,222

  

※１ 現金及び現金同等物の期末残

高と連結貸借対照表に掲記さ

れている科目の金額との関係 

現金及び
預金勘定 

  47,913百万円

預入期間が
３ヶ月を 
超える 
定期預金 

  

△2,404 

現金及び
現金同等物 

  
45,509 

   

※２ その他の投資の中には保険積

立金を含んでおります。 

※２ 左に同じ ※２ 左に同じ 



(リース取引関係) 

  
次へ 

項目 
前中間連結会計期間 
(自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日) 

当中間連結会計期間
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

前連結会計年度 
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

リース物件の所有権が

借主に移転すると認め

られるもの以外のファ

イナンス・リース取引 

① リース物件の取得価額

相当額、減価償却累計

額相当額及び中間期末

残高相当額 

① リース物件の取得価額

相当額、減価償却累計

額相当額及び中間期末

残高相当額 

① リース物件の取得価額

相当額、減価償却累計

額相当額及び期末残高

相当額 

  

  
取得価
額 
相当額 
(百万円) 

減価償
却 
累計額
相当額 
(百万円) 

中間期
末残高
相当額
(百万円)

その他 
の有形 
固定 
資産 

1,119 583 535

その他 91 63 27

合計 1,210 646 563

        

取得価
額 
相当額
(百万円)

減価償
却 
累計額
相当額
(百万円)

中間期
末残高
相当額
(百万円)

機械装置

及び 
運搬具 

10 4 5

その他
の有形 
固定 
資産 

936 530 405

無形固定
資産 53 41 12

合計 1,000 576 423

取得価
額 
相当額 
(百万円) 

減価償
却 
累計額
相当額 
(百万円) 

期末 
残高 
相当額
(百万円)

機械装置

及び 
運搬具 

11 8 3 

その他
の有形 
固定 
資産 

1,073 591 481 

無形固定
資産 59 40 18 

合計 1,144 640 503 

      
   なお、取得価額相当額

は、未経過リース料中間期

末残高が有形固定資産の中

間期末残高等に占める割合

が低いため支払利子込み法

により算定しております。 

      

  ② 未経過リース料中間期

末残高相当額 

百万円

１年以内 248 

１年超 315 

合計 563 

② 未経過リース料中間期

末残高相当額 

百万円

１年以内 196 

１年超 227 

合計 423 

② 未経過リース料期末残

高相当額 

百万円

１年以内 225 

１年超 277 

合計 503 

   なお、未経過リース料中

間期末残高相当額は、未経

過リース料中間期末残高が

有形固定資産の中間期末残

高等に占める割合が低いた

め、支払利子込み法により

算定しております。 

 なお、取得価額相当額及

び未経過リース料中間期末

残高相当額は、未経過リー

ス料中間期末残高が有形固

定資産の中間期末残高等に

占める割合が低いため、支

払利子込み法により算定し

ております。   

なお、取得価額相当額及

び未経過リース料期末残高

相当額は未経過リース料期

末残高が有形固定資産の期

末残高等に占める割合が低

いため、支払利子込み法に

より算定しております。 

  ③ 支払リース料及び減価

償却費相当額 

百万円

支払リース料 140 

減価償却費 

相当額 
140 

③ 支払リース料及び減価

償却費相当額 

百万円

支払リース料 126 

減価償却費 

相当額 
126 

③ 支払リース料及び減価

償却費相当額 

百万円

支払リース料 278 

減価償却費 

相当額 
278 

  ④ 減価償却費相当額の算

定方法 

リース期間を耐用年数

とし、残存価額を零と

する定額法によってお

ります。 

④ 減価償却費相当額の算

定方法 

   左に同じ 

④ 減価償却費相当額の算

定方法 

   左に同じ 

オペレーティング・リ

ース取引 

未経過リース料 

百万円

１年以内 28 

１年超 23 

合計 51 

未経過リース料 

百万円

１年以内 17 

１年超 21 

合計 39 

未経過リース料 

百万円

１年以内 23 

１年超 27 

合計 50 



(有価証券関係) 

１ 時価のある有価証券 

  

  

２ 時価評価されていない主な有価証券 

  

(注) １ 前中間連結会計期間、当中間連結会計期間及び前連結会計年度において減損処理はおこなっておりません。 

２ 前中間連結会計期間末では投資事業有限責任組合への出資の186百万円を「その他の投資その他の資産」に含めておりま

す。 

  

区分 前中間連結会計期間 
(平成16年９月30日) 

当中間連結会計期間
(平成17年９月30日) 

前連結会計年度 
(平成17年３月31日) 

(1) その他有価証券 取得原価
 

(百万円) 

中間連結 
貸借対照表 
計上額 
(百万円) 

差額
 

(百万円) 

取得原価
 

(百万円) 

中間連結
貸借対照表
計上額 
(百万円) 

差額
 

(百万円) 

取得原価
 

(百万円) 

連結貸借 
対照表 
計上額 
(百万円) 

差額
 

(百万円) 

① 株式 4,676 7,075 2,398 4,466 9,314 4,848 4,350 7,789 3,438

② 債券         

社債 10 9 △0 10 9 △0 10 10 0

③ その他 6,910 6,745 △165 2,430 2,550 119 4,815 5,172 356

計 11,596 13,830 2,233 6,907 11,874 4,967 9,176 12,971 3,795

区分 
前中間連結会計期間
(平成16年９月30日) 

当中間連結会計期間
(平成17年９月30日) 

前連結会計年度 
(平成17年３月31日) 

その他有価証券 
中間連結貸借
対照表計上額 
(百万円) 

中間連結貸借
対照表計上額 
(百万円) 

連結貸借 
対照表計上額 
(百万円) 

① 非上場株式 457 317 316

② 投資信託(MMF・FFF) 209 － 209

③ 優先出資証券 300 300 300

④ 投資事業有限責任組合 － 192 175

計 966 810 1,001



(デリバティブ取引関係) 

１ 通貨関連 

  

(注) 時価については、主たる金融機関から提示された価格によっております。 

  

区分 前中間連結会計期間 
(平成16年９月30日) 

当中間連結会計期間
(平成17年９月30日) 

前連結会計年度 
(平成17年３月31日) 

種類 契約額等 

(百万円) 

契約額等
のうち 
１年超 
(百万円) 

時価 

(百万円) 

評価 
差損益 

(百万円) 

契約額等

(百万円)

契約額等
のうち 
１年超 
(百万円)

時価 

(百万円)

評価 
差損益 

(百万円)

契約額等

(百万円)

契約額等
のうち 
１年超 
(百万円) 

時価 

(百万円) 

評価 
差損益 

(百万円)

市場取引以外の取引              

為替予約取引              

売建 7,153 ― 7,243 △89 6,100 ― 6,182 △81 7,598 ― 7,677 △78

買建 2,166 ― 2,184 18 377 ― 379 2 481 ― 483 2

スワップ取引 8,397 3,400 △532 △532 3,400 3,400 △189 △189 3,400 3,400 △40 △40

合計 ― ― ― △604 ― ― ― △269 ― ― ― △116



(セグメント情報) 

【事業の種類別セグメント情報】 

前中間連結会計期間(自平成16年４月１日 至平成16年９月30日) 

 当社グループの事業は印刷機械の製造、販売ならびに修理加工等を行なっており、単一のセグメントに基づいて

おります。このため事業の種類別セグメント情報は開示しておりません。 

当中間連結会計期間(自平成17年４月１日 至平成17年９月30日) 

 当社グループの事業は印刷機械の製造、販売ならびに修理加工等を行なっており、単一のセグメントに基づいて

おります。このため事業の種類別セグメント情報は開示しておりません。 

前連結会計年度(自平成16年４月１日 至平成17年３月31日) 

 当社グループの事業は印刷機械の製造、販売ならびに修理加工等を行なっており、単一のセグメントに基づいて

おります。このため事業の種類別セグメント情報は開示しておりません。 

  



【所在地別セグメント情報】 

前中間連結会計期間(自平成16年４月１日 至平成16年９月30日) 

  

(注) １ 国又は地域の区分の方法及び各区分に属する主な国又は地域 

 ① 国又は地域の区分の方法……………………地理的接近度によっております。 

 ② 各区分に属する主な国又は地域……………米州：アメリカ合衆国 

欧州：オランダ・イギリス・フランス 

その他地域：香港・台湾・オーストラリア 

２ 前中間連結会計期間における営業費用のうち消去又は全社の項目に含めた配賦不能営業費用の金額はありません。 

  

当中間連結会計期間(自平成17年４月１日 至平成17年９月30日) 

  

(注) １ 国又は地域の区分の方法及び各区分に属する主な国又は地域 

 ① 国又は地域の区分の方法……………………地理的接近度によっております。 

 ② 各区分に属する主な国又は地域……………米州：アメリカ合衆国 

欧州：オランダ・イギリス・フランス 

その他地域：香港・台湾・オーストラリア 

２ 当中間連結会計期間における営業費用のうち消去又は全社の項目に含めた配賦不能営業費用の金額はありません。 

  

  
日本 

(百万円) 

米州 

(百万円) 

欧州 

(百万円) 

その他
地域 
(百万円) 

計 

(百万円) 

消去 
又は全社 
(百万円) 

連結 

(百万円) 

Ⅰ 売上高及び営業損益       

 売上高       

(1) 外部顧客に 
対する売上高 

26,124 9,308 14,491 3,684 53,608 － 53,608

(2) セグメント間の内部 
売上高又は振替高 

14,062 31 112 21 14,228 (14,228) －

計 40,186 9,339 14,604 3,705 67,836 (14,228) 53,608

営業費用 37,034 9,299 14,725 3,494 64,553 (14,679) 49,873

営業利益又は営業損失(△) 3,152 40 △121 211 3,283 451 3,735

  
日本 

(百万円) 

米州 

(百万円) 

欧州 

(百万円) 

その他
地域 
(百万円) 

計 

(百万円) 

消去 
又は全社 
(百万円) 

連結 

(百万円) 

Ⅰ 売上高及び営業損益       

 売上高       

(1) 外部顧客に 
対する売上高 

28,208 10,776 17,632 2,544 59,161 － 59,161

(2) セグメント間の内部 
売上高又は振替高 

17,425 29 51 26 17,533 (17,533) －

計 45,633 10,805 17,684 2,570 76,694 (17,533) 59,161

営業費用 41,815 10,574 17,554 2,442 72,386 (17,796) 54,589

営業利益 3,817 231 129 128 4,307 263 4,571



前連結会計年度(自平成16年４月１日 至平成17年３月31日) 

  

(注) １ 国又は地域の区分の方法及び各区分に属する主な国又は地域 

 ① 国又は地域の区分の方法……………………地理的接近度によっております。 

 ② 各区分に属する主な国又は地域……………米州：アメリカ合衆国 

欧州：オランダ・イギリス・フランス 

その他地域：香港・台湾・オーストラリア 

２ 前連結会計年度における営業費用のうち消去又は全社の項目に含めた配賦不能営業費用の金額はありません。 

  

  
日本 

(百万円) 

米州 

(百万円) 

欧州 

(百万円) 

その他
地域 
(百万円) 

計 

(百万円) 

消去 
又は全社 
(百万円) 

連結 

(百万円) 

Ⅰ 売上高及び営業損益       

 売上高       

(1) 外部顧客に 
対する売上高 

53,889 21,206 30,986 5,740 111,822 － 111,822

(2) セグメント間の内部 
売上高又は振替高 

31,628 47 1,009 37 32,723 (32,723) －

計 85,518 21,254 31,996 5,777 144,546 (32,723) 111,822

営業費用 77,711 20,659 31,757 5,593 135,723 (32,949) 102,773

営業利益 7,806 594 238 183 8,822 226 9,049



【海外売上高】 

前中間連結会計期間(自平成16年４月１日 至平成16年９月30日) 

  

(注) １ 海外売上高は、当社及び連結子会社の本邦以外の国又は地域における売上高の合計であります。 

２ 国又は地域の区分の方法及び各区分に属する主な国又は地域 

 ① 国又は地域の区分の方法 …………………… 地理的接近度によっております。 

 ② 各区分に属する主な国又は地域 …………… 米州：アメリカ合衆国・カナダ 

欧州：オランダ・イギリス・フランス 

アジア：中国・香港・台湾 

  

当中間連結会計期間(自平成17年４月１日 至平成17年９月30日) 

  

(注) １ 海外売上高は、当社及び連結子会社の本邦以外の国又は地域における売上高の合計であります。 

２ 国又は地域の区分の方法及び各区分に属する主な国又は地域 

 ① 国又は地域の区分の方法 …………………… 地理的接近度によっております。 

 ② 各区分に属する主な国又は地域 …………… 米州：アメリカ合衆国・カナダ 

欧州：オランダ・イギリス・フランス 

アジア：中国・香港・台湾 

  

前連結会計年度(自平成16年４月１日 至平成17年３月31日) 

  

(注) １ 海外売上高は、当社及び連結子会社の本邦以外の国又は地域における売上高の合計であります。 

２ 国又は地域の区分の方法及び各区分に属する主な国又は地域 

 ① 国又は地域の区分の方法 …………………… 地理的接近度によっております。 

 ② 各区分に属する主な国又は地域 …………… 米州：アメリカ合衆国・カナダ 

 欧州：オランダ・イギリス・フランス 

アジア：中国・香港・台湾 

  

  米州 欧州 アジア その他地域 計 

Ⅰ 海外売上高(百万円) 10,222 11,546 10,720 2,372 34,862

Ⅱ 連結売上高(百万円) － － － － 53,608

Ⅲ 連結売上高に占める 
海外売上高の割合(％) 

19.1 21.5 20.0 4.4 65.0

  米州 欧州 アジア その他地域 計 

Ⅰ 海外売上高(百万円) 12,127 13,957 8,111 2,808 37,005

Ⅱ 連結売上高(百万円) － － － － 59,161

Ⅲ 連結売上高に占める 
海外売上高の割合(％) 

20.5 23.6 13.7 4.8 62.6

  米州 欧州 アジア その他地域 計 

Ⅰ 海外売上高(百万円) 23,161 24,501 19,231 4,953 71,848

Ⅱ 連結売上高(百万円) － － － － 111,822

Ⅲ 連結売上高に占める 
海外売上高の割合(％) 

20.7 21.9 17.2 4.4 64.3



(１株当たり情報) 

  

（注）１株当たり中間（当期）純利益及び潜在株式調整後１株当たり中間（当期）純利益の算定上の基礎 

  

  

(重要な後発事象) 

該当事項はありません。 

  

(2) 【その他】 

該当事項はありません。 

  

前中間連結会計期間 
(自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日) 

当中間連結会計期間
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

前連結会計年度 
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

１株当たり純資産額 1,991.08円 １株当たり純資産額 2,089.62円 １株当たり純資産額 2,048.25円

１株当たり中間純利益 42.95円 １株当たり中間純利益 43.21円 １株当たり当期純利益 87.39円

潜在株式調整後 
１株当たり中間純利益 

38.77円
なお、潜在株式調整後１株当たり中

間純利益については、潜在株式が存

在しないため記載しておりません。 

潜在株式調整後
１株当たり当期純利益 

79.15円

項目 
前中間連結会計期間
(自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日)

当中間連結会計期間
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日)

前連結会計年度 
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日)

中間（当期）純利益 3,092百万円 3,033百万円 6,282百万円 

普通株式に係る中間（当期）純利益 3,092百万円 3,033百万円 6,243百万円 

普通株主に帰属しない金額の主要な

内訳 
    

 
  

利益処分による役員賞与金 ― ― 39百万円 

普通株主に帰属しない金額 ― ― 39百万円 

普通株式の期中平均株式数 71,996千株 70,188千株 71,435千株 

潜在株式調整後１株当たり中間（当

期）純利益の算定に用いられた中間

（当期）純利益調整額の主要な内訳 

 支払利息 （税額相当額控除後） 

 支払手数料（税額相当額控除後） 

  

  

  

35百万円 

△24百万円 

  

  

  

―百万円 

―百万円 

  

  

  

71百万円 

△22百万円 

中間（当期）純利益調整額 11百万円 ―百万円 48百万円 

潜在株式調整後１株当たり中間（当

期）純利益の算定に用いられた普通

株式増加数の主要な内訳 

 転換社債 

  

  

  

8,058千株 

  

  

  

―千株 

  

  

  

8,058千株 

普通株式増加数 8,058千株 ―千株 8,058千株 

希薄化効果を有しないため、潜在株

式調整後１株当たり中間（当期）純

利益の算定に含まれなかった潜在株

式の概要 

―――――― ―――――― ―――――― 



２ 【中間財務諸表等】 

(1) 【中間財務諸表】 

① 【中間貸借対照表】 

  

  

    
前中間会計期間末 

(平成16年９月30日) 

当中間会計期間末 

(平成17年９月30日) 

前事業年度 
要約貸借対照表 
(平成17年３月31日) 

区分 注記 
番号 金額(百万円) 構成比

(％) 金額(百万円)
構成比
(％) 金額(百万円) 構成比

(％) 

(資産の部)          

Ⅰ 流動資産          

１ 現金及び預金   35,368   18,085 34,902   

２ 受取手形   14,121   12,740 13,133   

３ 売掛金   35,885   45,390 41,706   

４ 有価証券   351   10 312   

５ 棚卸資産   15,318   19,360 16,839   

６ その他の流動資産 ※３ 4,303   5,958 3,424   

７ 貸倒引当金   △575   △598 △608   

流動資産合計    104,772 54.0 100,947 54.8   109,709 56.1

Ⅱ 固定資産          

１ 有形固定資産 ※１        

(1) 土地   18,215   17,158 17,824   

(2) その他の有形固定 
  資産   8,992   12,261 10,146   

有形固定資産合計   27,207   29,420 27,970   

２ 無形固定資産   1,212   909 1,034   

３ 投資その他の資産          

(1) 投資有価証券   14,372   12,601 13,588   

(2) 関係会社株式   10,996   7,813 7,813   

(3) 長期貸付金   20,608   20,455 20,234   

(4) 保険積立金   15,363   12,029 14,930   

(5) その他の投資 
その他の資産   6,534   1,149 1,246   

(6) 貸倒引当金   △5,477   △1,040 △1,056   

(7) 投資損失引当金   △1,700   ― ―   

投資その他の 
資産合計   60,698   53,008 56,756   

固定資産合計    89,118 46.0 83,338 45.2   85,761 43.9

資産合計    193,890 100.0 184,286 100.0   195,471 100.0

           



  

  

    
前中間会計期間末 

(平成16年９月30日) 

当中間会計期間末 

(平成17年９月30日) 

前事業年度 
要約貸借対照表 
(平成17年３月31日) 

区分 注記 
番号 金額(百万円) 構成比

(％) 金額(百万円)
構成比
(％) 金額(百万円) 構成比

(％) 

(負債の部)          

Ⅰ 流動負債          

１ 支払手形   4,520   4,902 4,623   

２ 買掛金   17,858   20,108 18,175   

３ １年以内償還の 
     転換社債   19,993   ― 19,993   

４ 未払法人税等   1,898   2,462 1,840   

５ 賞与引当金   767   818 799   

６ 製品保証引当金   867   960 840   

７ 債務保証損失引当金   436   503 450   

８ 延払売上繰延利益   685   547 519   

９ その他の流動負債   2,424   7,289 2,796   

流動負債合計    49,451 25.5 37,592 20.4   50,038 25.6

Ⅱ 固定負債          

１ 役員退職引当金   404   405 424   

２ その他の固定負債   292   1,908 1,543   

固定負債合計    696 0.4 2,313 1.3   1,968 1.0

負債合計    50,148 25.9 39,905 21.7   52,006 26.6

(資本の部)          

Ⅰ 資本金    37,714 19.4 37,714 20.5   37,714 19.3

Ⅱ 資本剰余金          

１ 資本準備金   37,797   37,797 37,797   

２ その他資本剰余金          

(1) 自己株式処分差益   ―   74 ―   

    資本剰余金合計    37,797 19.5 37,871 20.5   37,797 19.3

Ⅲ 利益剰余金          

 １ 利益準備金   2,122   2,122 2,122   

２ 任意積立金   65,380   67,371 65,380   

３ 中間(当期)未処分 
  利益   3,955   2,494 4,279   

 利益剰余金合計    71,458 36.9 71,987 39.0   71,782 36.7

Ⅳ その他有価証券 
  評価差額金    1,331 0.7 2,960 1.6   2,262 1.2

Ⅴ 自己株式    △4,558 △2.4 △6,154 △3.3   △6,091 △3.1

資本合計    143,742 74.1 144,380 78.3   143,464 73.4

負債・資本合計    193,890 100.0 184,286 100.0   195,471 100.0

           



② 【中間損益計算書】 

  

  

    
前中間会計期間 

(自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日) 

当中間会計期間 

(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

前事業年度 
要約損益計算書 

(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

区分 注記 
番号 金額(百万円) 百分比

(％) 金額(百万円)
百分比
(％) 金額(百万円) 百分比

(％) 

Ⅰ 売上高    40,137 100.0 45,580 100.0   85,433 100.0

Ⅱ 売上原価    29,308 73.0 33,193 72.8   62,097 72.7

延払売上繰延利益 
戻入額    176 0.4 107 0.2   333 0.4

延払売上繰延利益 
繰入額    82 0.2 135 0.3   72 0.1

売上総利益    10,924 27.2 12,358 27.1   23,596 27.6

Ⅲ 販売費及び一般管理費    8,401 20.9 8,996 19.7   16,719 19.6

営業利益    2,522 6.3 3,362 7.4   6,877 8.0

Ⅳ 営業外収益 ※１  2,097 5.2 2,173 4.8   2,893 3.4

Ⅴ 営業外費用 ※２  512 1.3 390 0.9   1,360 1.6

経常利益    4,107 10.2 5,146 11.3   8,409 9.8

Ⅵ 特別利益 ※３  ― ─ 55 0.2   628 0.7

Ⅶ 特別損失 ※4,5  144 0.3 3,671 8.1   2,272 2.6

税引前中間(当期) 
純利益    3,962 9.9 1,530 3.4   6,765 7.9

法人税、住民税 
及び事業税   1,706   2,418 2,736   

過年度法人税等 
還付額   ―   △1,246 ―   

法人税等調整額   △269 1,437 3.6 △654 516 1.2 537 3,273 3.8

中間(当期)純利益    2,525 6.3 1,013 2.2   3,491 4.1

前期繰越利益    1,430 1,480   1,430 

中間配当額    ─ ─   642 

中間(当期)未処分 
利益    3,955 2,494   4,279 

           



中間財務諸表作成のための基本となる重要な事項 

  

  

  
前中間会計期間 

(自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日) 

当中間会計期間
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

前事業年度 
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

１ 資産の評価基準及

び評価方法 

      

(1) 棚卸資産 製品   個別法による原

価法 

材料   先入先出法によ

る原価法 

仕掛品  個別法による原

価法 

左に同じ 左に同じ 

(2) 有価証券 

  

      

  

  

① 子会社株式 

移動平均法による原

価法 

左に同じ ① 子会社株式 

移動平均法による原

価法 

  ② その他有価証券 

時価のあるもの 

中間決算末日の市場

価格等に基づく時価

法 

(評価差額は、全部

資本直入法により処

理し、売却原価は、

移動平均法により算

定) 

左に同じ ② その他有価証券 

時価のあるもの 

決算日の市場価格等

に基づく時価法 

(評価差額は、全部

資本直入法により処

理し、売却原価は、

移動平均法により算

定) 

  時価のないもの 

移動平均法による原

価法 

  時価のないもの 

移動平均法による原

価法 

    なお、投資事業有限責任組

合及びこれに類する組合へ

の出資（証券取引法第２条

第２項により有価証券とみ

なされるもの）について

は、組合契約に規定される

決算報告日に応じて入手可

能な最近の決算書を基礎と

し、持分相当額を純額で取

り込む方法によっておりま

す。 

なお、投資事業有限責任組

合及びこれに類する組合へ

の出資（証券取引法第２条

第２項により有価証券とみ

なされるもの）について

は、組合契約に規定される

決算報告日に応じて入手可

能な最近の決算書を基礎と

し、持分相当額を純額で取

り込む方法によっておりま

す。 

(3) デリバティブ 時価法 左に同じ 左に同じ 

(4) 金銭の信託  運用目的のものは時価法

により、運用及び満期保有

目的以外のものは、その他

有価証券に準じた方法 

―――――  運用目的のものは時価法

により、運用及び満期保有

目的以外のものは、その他

有価証券に準じた方法 

２ 固定資産の減価償

却の方法 

(1) 有形固定資産 

  

  

 定率法によっておりま

す。 

 なお、耐用年数及び残存

価額については、法人税法

に規定する方法と同一の基

準によっております。 

 ただし、平成10年４月１

日以降取得した建物(建物

附属設備は除く)について

は、定額法によっておりま

す。 

  

  

左に同じ 

  

  

左に同じ 



  

  

  
前中間会計期間 

(自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日) 

当中間会計期間
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

前事業年度 
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

(2) 無形固定資産 ① 営業権 

 商法施行規則に規定す

る最長期間(５年)に基づ

く均等償却 

左に同じ 左に同じ 

  ② 自社利用のソフトウェ

ア 

 社内における見込利用

可能期間(５年)に基づく

定額法 

左に同じ 左に同じ 

  ③ その他 

 定額法によっておりま

す。 

左に同じ 左に同じ 

３ 引当金の計上基準 

(1) 貸倒引当金 

  

 債権の貸倒による損失に

備えるため、一般債権につ

いては貸倒実績率により、

貸倒懸念債権等特定の債権

については個別に回収可能

性を勘案し、回収不能見込

額を計上しております。 

  

左に同じ 

  

左に同じ 

(2) 賞与引当金  従業員に対する賞与の支

給に備えるため将来の支給

見込額のうち当中間会計期

間負担分を計上しておりま

す。 

左に同じ  従業員に対する賞与の支

給に備えるため将来の支給

見込額のうち当事業年度負

担分を計上しております。 

(3) 退職給付引当金  従業員の退職給付に備え

るため、当事業年度末にお

ける退職給付債務及び年金

資産の見込額に基づき、当

中間会計期間末において発

生していると認められる額

を計上しております。 

 なお、数理計算上の差異

については、各期の発生時

における従業員の平均残存

勤務期間内の一定の年数

(15年)による定額法により

按分した額をそれぞれ発生

の翌期から費用処理してお

ります。 

左に同じ  従業員の退職給付に備え

るため、当期末における退

職給付債務及び年金資産の

見込額に基づき当期末にお

いて発生していると認めら

れる額を計上しておりま

す。 

 なお、数理計算上の差異

は、各期の発生時の従業員

の平均残存勤務期間内の一

定の年数(15年)による定額

法により按分した額をそれ

ぞれ発生の翌期から費用処

理しております。 

(4) 製品保証引当金  製品保証引当金は、契約

上の保証期間内の当社の瑕

疵に基づく無償修理費の支

出に備えるため、過去の売

上高に対する無償修理費の

実績率に基づいて算定した

金額を計上しております。 

左に同じ 左に同じ 

(5) 役員退職引当金  役員の退職慰労金の支給

に備えるため、内規に基づ

いて算定した金額を計上し

ております。 

左に同じ 左に同じ 



  

  

  
前中間会計期間 

(自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日) 

当中間会計期間
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

前事業年度 
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

(6) 債務保証損失引

当金 

 当社製品を購入した顧客

のリース会社及び提携銀行

等への債務に対して当社が

実施した債務保証に係る損

失に備えるため、損失発生

実績率に基づいて算定した

必要額の他、必要に応じて

損失の可能性を検討して算

定した損失見込額を計上し

ております。 

左に同じ 左に同じ 

(7) 投資損失引当金  子会社株式の価値の下落

による損失に備えるため、

財政状態ならびに今後の回

復可能性等を勘案した必要

額を計上しております。 

――――― ――――― 

４ 延払売上に係る売

上利益の計上基準 

 延払条件付売買契約に係

る売上利益の計上について

は、代金回収期限到来日基

準を採用しております。 

左に同じ 左に同じ 

５ 外貨建の資産及び

負債の本邦通貨へ

の換算基準 

 外貨建金銭債権債務は、

中間決算日の直物為替相場

により円貨に換算し、換算

差額は損益として処理して

おります。 

左に同じ  外貨建金銭債権債務は、

期末決算日の直物為替相場

により円貨に換算し、換算

差額は損益として処理して

おります。 

６ リース取引の処理

方法 

 リース物件の所有権が借

主に移転すると認められる

もの以外のファイナンス・

リース取引については、通

常の賃貸借取引に係る方法

に準じた会計処理によって

おります。 

左に同じ 左に同じ 

７ その他中間財務諸

表(財務諸表)作成

のための基本とな

る重要な事項 

消費税等の会計処理につ

いて 

消費税等の会計処理は、税

抜方式によっております。 

消費税等の会計処理につ

いて 

 左に同じ 

消費税等の会計処理につ

いて 

 左に同じ 



中間財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更 

  

  

表示方法の変更 

  

  

前中間会計期間 
(自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日) 

当中間会計期間
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

前事業年度 
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

――――― （固定資産の減損に係る会計基準） 

当中間会計期間より固定資産の減

損に係る会計基準（「固定資産の減

損に係る会計基準の設定に関する意

見書」（企業会計審議会 平成14年

８月９日））及び「固定資産の減損

に係る会計基準の適用指針」（企業

会計基準適用指針第６号 平成15年

10月31日）を適用しております。こ

れにより税引前中間純利益は665百

万円減少しております。 

なお、減損損失累計額について

は、改正後の中間財務諸表等規則に

基づき各資産の金額から直接控除し

ております。 

――――― 

前中間会計期間
(自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日) 

当中間会計期間
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

――――― (中間貸借対照表関係) 

 「証券取引法等の一部を改正する法律」（平成16年法

律第97号）が平成16年６月９日に公布され、平成16年12

月１日より適用となること及び「金融商品会計に関する

実務指針」（会計制度委員会報告第14号）が平成17年２

月15日付で改正されたことに伴い、当中間会計期間から

投資事業有限責任組合及びこれに類する組合への出資

（証券取引法第２条第２項により有価証券とみなされる

もの）を投資有価証券として表示する方法に変更しまし

た。 

 なお、当中間会計期間の「投資有価証券」に含まれる

当該出資の額は192百万円であり、前中間会計期間にお

ける「その他の投資その他の資産」に含まれている当該

出資の額は186百万円であります。 



追加情報 

  

  

前中間会計期間 
(自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日) 

当中間会計期間
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

前事業年度 
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

「地方税法等の一部を改正する法

律」（平成15年法律第９号）が平成

15年３月31日に公布され、平成16年

４月１日以後に開始する事業年度よ

り外形標準課税制度が導入されたこ

とに伴い、当中間会計期間から「法

人事業税における外形標準課税部分

の損益計算書上の表示についての実

務上の取扱い」（平成16年２月13日

企業会計基準委員会 実務対応報告

第12号）に従い法人事業税の付加価

値割及び資本割については、販売費

及び一般管理費に計上しておりま

す。 

この結果、販売費及び一般管理費

が114百万円増加し、営業利益、経

常利益及び税引前中間純利益が、

114百万円減少しております。 

――――― 「地方税法等の一部を改正する法

律」（平成15年法律第９号）が平成

15年３月31日に公布され、平成16年

４月１日以後に開始する事業年度よ

り外形標準課税制度が導入されたこ

とに伴い、当事業年度から「法人事

業税における外形標準課税部分の損

益計算書上の表示についての実務上

の取扱い」（平成16年２月13日 企

業会計基準委員会 実務対応報告第

12号）に従い法人事業税の付加価値

割及び資本割については、販売費及

び一般管理費に計上しております。 

この結果、販売費及び一般管理費

が227百万円増加し、営業利益、経

常利益及び税引前当期純利益が、

227百万円減少しております。 



注記事項 

(中間貸借対照表関係) 

  

  

項目 
前中間会計期間末 
(平成16年９月30日) 

当中間会計期間末
(平成17年９月30日) 

前事業年度末 
(平成17年３月31日) 

※１ 有形固定資産か

ら控除した減価

償却累計額 

  

22,544百万円 

  

23,076百万円 

  

22,713百万円 

 ２ 偶発債務 

保証債務 

 下記に対する

支払保証であり

ます。 

      

取引先機械購入 

資金借入金等 

㈱近代美術 578百万円

富士精版印刷㈱ 556 

㈱福永印刷 430 

㈱精真社 425 

その他(279件) 11,134 

小計 13,125 

㈱共立印刷 737百万円

㈱近代美術 502

上越印刷工業㈱ 450

富士精版印刷㈱ 435

その他(290 社) 11,610

小計 13,736

㈱共立印刷 567百万円

㈱近代美術 540 

富士精版印刷㈱ 496 

㈱精真社 397 

その他(288件) 11,446 

小計 13,446 

関係会社銀行借

入金 

コモリ ユー． 
ケー．リミテッド 

3,211 

コモリ アメリカ
コーポレーション 
他４社 

9,287 

小計 12,498 

計 25,624 

㈱小森マシナリー 1,978

コモリ シャンボ
ン エス．エイ． 
他３社 

3,553

小計 5,531

計 19,267

㈱小森マシナリー 1,898 
コモリ ユー． 
ケ ー．リミ テッ
ド． 
他３社 

4,134 

小計 6,032 

計 19,478 

  (上記のうち外貨による保

証債務) 

43,747千米ドル 

(4,858百万円) 

13,979千英ポンド 

(2,796百万円) 

23,477千ユーロ 

(3,217百万円) 

(上記のうち外貨による保

証債務) 

22,266千米ドル 

(2,520百万円) 

 2,929千英ポンド 

(583百万円) 

 4,238千ユーロ 

(576百万円) 

(上記のうち外貨による保

証債務) 

22,758千米ドル 

(2,444百万円) 

 7,399千英ポンド 

(1,494百万円) 

 2,469千ユーロ 

(342百万円) 

※３ 消費税等の取扱

い 

 仮払消費税等と仮受消費

税等とを相殺し、その差額

をその他の流動資産に含め

ております。 

左に同じ ――――― 



(中間損益計算書関係) 

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

項目 
前中間会計期間 

(自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日) 

当中間会計期間
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

前事業年度 
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

※１ 営業外収益の主

要項目 

百万円 百万円 百万円 

受取利息 

有価証券利息 

受取配当金 

投資有価証券 
売却益 

特定金銭信託運
用益 

為替差益 

128

92

262

21

201

1,096

184

138

383

289

―

726

251

111

395

―

325

1,026

 

※２ 営業外費用の主

要項目 

百万円 百万円 百万円 

支払利息 

有価証券償還損 

社債利息 

投資有価証券売
却損 

195

1

59

―

115

―

59

―

383

1

119

424

※３ 特別利益の主要

項目 

貸倒引当金 
戻入益 

投資有価証券 
売却益 

百万円

 

―

―

百万円

 

31

23

百万円

 

318

309

※４ 特別損失の主要

項目 

百万円 百万円 百万円

        
移転価格税制 
調整金 

減損損失 

固定資産処分損 

関係会社貸倒引
当金繰入額 
関係会社株式評
価損 

投資損失引当金
繰入額 

 
―
 

―

21

―

 

―

120

2,997
 

665

8

―

―

―

 
―
 

―

385

245

 

1,603

―



  

  

  

  

  

項目 
前中間会計期間 

(自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日) 

当中間会計期間
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

前事業年度 
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

※５ 減損損失 ―――――  当中間会計期間におい

て、当社は以下の資産グル

ープについて減損損失を計

上しております。 
  

 当社は、事業用資産につ

いては事業の部門ごとに、

遊休資産については個々の

資産ごとにグルーピングを

行っております。 

 上記土地については、時

価が取得原価に比べて著し

く下落しているため、帳簿

価額を回収可能価額まで減

額し、当該減少額を減損損

失(665百万円)として特別損

失に計上しております。 

 なお、回収可能価額は正

味売却価額により測定して

おり、正味売却価額は不動

産鑑定評価額により算出し

ております。 

  

場所 用途 種類 

茨城県

牛久市 

遊休資

産 
土地 

――――― 

６ 減価償却実施額 百万円 百万円 百万円 

有形固定資産 

無形固定資産 

計 

492 

188 

681 

471

187

659

1,033 

377 

1,410 



(リース取引関係) 

  

  

項目 
前中間会計期間 

(自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日) 

当中間会計期間
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

前事業年度 
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

リース物件の所有権

が借主に移転すると

認められるもの以外

のファイナンス・リ

ース取引 

①リース物件の取得価額相

当額、減価償却累計額相

当額及び中間期末残高相

当額 

①リース物件の取得価額相

当額、減価償却累計額相

当額及び中間期末残高相

当額 

①リース物件の取得価額

相当額、減価償却累計

額相当額及び期末残高

相当額 

  

  
取得価
額 
相当額 
(百万円) 

減価償
却 
累計額 
相当額 
(百万円) 

中間期
末残高
相当額
(百万円)

工具器具
備品 977 521 455 

その他 73 52 20 

合計 1,050 574 476 

        

取得価
額 
相当額
(百万円)

減価償
却 
累計額
相当額
(百万円)

中間期
末残高
相当額
(百万円)

車両
運搬具

10 4 5

工具器具
備品 827 473 353

ソフト
ウェア

43 38 4

合計 881 517 364

取得価
額 
相当額 
(百万円) 

減価償
却 
累計額 
相当額 
(百万円) 

期末 
残高 
相当額 
(百万円)

車両
運搬具 11 8 3 

工具器具
備品 931 515 415 

ソフト
ウェア 48 39 9 

合計 991 563 428 

      
   なお、取得価額相当額

は、未経過リース料中間期

末残高が有形固定資産の中

間期末残高等に占める割合

が低いため、支払利子込み

法により算定しておりま

す。 

   なお、取得価額相当額

は、未経過リース料期末

残高が有形固定資産の期

末残高等に占める割合が

低いため、支払利子込み

法により算定しておりま

す。 

  ②未経過リース料中間期末

残高相当額 

百万円 

１年以内 217 

１年超 258 

合計 476 

②未経過リース料中間期末

残高相当額 

百万円 

１年以内 174 

１年超 189 

合計 364 

②未経過リース料期末残

高相当額 

百万円 

１年以内 199 

１年超 229 

合計 428 

   なお、未経過リース料中

間期末残高相当額は、未経

過リース料中間期末残高が

有形固定資産の中間期末残

高等に占める割合が低いた

め、支払利子込み法により

算定しております。 

 なお、取得価額相当額及

び未経過リース料中間期末

残高相当額は、未経過リー

ス料中間期末残高が有形固

定資産の中間期末残高等に

占める割合が低いため、支

払利子込み法により算定し

ております。 

 なお、未経過リース料

期末残高相当額は、未経

過リース料期末残高が有

形固定資産の期末残高等

に占める割合が低いた

め、支払利子込み法によ

り算定しております。 

  ③支払リース料及び減価償

却費相当額 

百万円 

支払リース料 124 

減価償却費 
相当額 

124 

③支払リース料及び減価償

却費相当額 

百万円 

支払リース料 114 

減価償却費 
相当額 

114

③支払リース料及び減価

償却費相当額 

百万円 

支払リース料 246 

減価償却費 
相当額 

246 

  ④減価償却費相当額の算定

方法 

リース期間を耐用年数と

し、残存価額を零とする

定額法によっておりま

す。 

④減価償却費相当額の算定

方法 

左に同じ 

④減価償却費相当額の算

定方法 

左に同じ 



(有価証券関係) 

前中間会計期間末(平成16年９月30日)並びに当中間会計期間末(平成17年９月30日)及び前事業年度末(平成17年３

月31日)における子会社株式で時価のあるものはありません。 

  



(１株当たり情報) 

  

（注）１株当たり中間（当期）純利益及び潜在株式調整後１株当たり中間（当期）純利益の算定上の基礎 

  

(重要な後発事象) 

該当事項はありません。 

  

(2) 【その他】 

平成17年11月14日開催の当社取締役会において、第60期の中間配当をすることを決議いたしました。 

前中間会計期間 
(自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日) 

当中間会計期間
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

前事業年度 
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

１株当たり純資産額 2,012.75円 １株当たり純資産額 2,051.38円 １株当たり純資産額 2,037.53円

１株当たり中間純利益 35.07円 １株当たり中間純利益 14.45円 １株当たり当期純利益 48.40円

潜在株式調整後 
１株当たり中間純利益 

31.68円
なお、潜在株式調整後１株当たり中

間純利益については、潜在株式が存

在しないため記載しておりません。 

潜在株式調整後
１株当たり当期純利益 

44.11円

項目 
前中間会計期間

(自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日)

当中間会計期間
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日)

前事業年度 
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日)

中間(当期)純利益 2,525百万円 1,013百万円 3,491百万円

普通株式に係る中間(当期)純利益 2,525百万円 1,013百万円 3,457百万円

普通株主に帰属しない金額の 

主要な内訳 

 利益処分による役員賞与金 

  
  
― 

  
  
― 

 
  
  

34百万円 

普通株主に帰属しない金額 ― ― 34百万円 

普通株式の期中平均株式数 71,996千株 70,188千株 71,435千株 

潜在株式調整後１株当たり中間(当

期)純利益の算定に用いられた中間

(当期)純利益調整額の主要な内訳 

 支払利息 （税額相当額控除後） 

 支払手数料（税額相当額控除後） 

  

  

  

35百万円 

△24百万円 

  

  

  

―百万円 

―百万円 

  

  

  

71百万円 

△22百万円 

中間(当期)純利益調整額 11百万円 ―百万円 48百万円 

潜在株式調整後１株当たり中間(当

期)純利益の算定に用いられた普通

株式増加数の主要な内訳 

 転換社債 

  

  

  

8,058千株 

  

  

  

―千株 

  

  

  

8,058千株 

普通株式増加数 8,058千株 ―千株 8,058千株 

希薄化効果を有しないため、潜在株

式調整後１株当たり中間（当期）純

利益の算定に含まれなかった潜在株

式の概要 

―――――― ―――――― ―――――― 

１株当たりの中間配当金 11円 

中間配当金総額 774百万円 



第６ 【提出会社の参考情報】 

当中間会計期間の開始日から半期報告書提出日までの間に、次の書類を提出しております。 

  

  

  

（1） 
有価証券報告書 
及びその添付書類 

事業年度 
(第59期) 

自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日 

  
平成17年６月30日 
関東財務局長に提出 

（2） 
自己株券買付状況 
報告書 

報告期間 
自 平成17年３月１日 
至 平成17年３月31日 

  
平成17年４月11日 
関東財務局長に提出。 

（3） 
自己株券買付状況 
報告書 

報告期間 
自 平成17年４月１日 
至 平成17年４月30日 

  
平成17年５月11日 
関東財務局長に提出。 

（4） 
自己株券買付状況 
報告書 

報告期間 
自 平成17年５月１日 
至 平成17年５月31日 

  
平成17年６月10日 
関東財務局長に提出。 

（5） 
自己株券買付状況 
報告書 

報告期間 
自 平成17年６月１日 
至 平成17年６月30日 

  
平成17年７月11日 
関東財務局長に提出。 

（6） 
自己株券買付状況 
報告書 

報告期間 
自 平成17年７月１日 
至 平成17年７月31日 

  
平成17年８月８日 
関東財務局長に提出。 

（7） 
自己株券買付状況 
報告書 

報告期間 
自 平成17年８月１日 
至 平成17年８月31日 

  
平成17年９月９日 
関東財務局長に提出。 

（8） 
自己株券買付状況 
報告書 

報告期間 
自 平成17年９月１日 
至 平成17年９月30日 

  
平成17年10月11日 
関東財務局長に提出。 

（9） 
自己株券買付状況 
報告書 

報告期間 
自 平成17年10月１日 
至 平成17年10月31日 

  
平成17年11月10日 
関東財務局長に提出。 

（10）
自己株券買付状況 
報告書 

報告期間 
自 平成17年11月１日 
至 平成17年11月30日 

  
平成17年12月９日 
関東財務局長に提出。 

            



第二部 【提出会社の保証会社等の情報】

該当事項はありません。 



独 立 監 査 人 の 中 間 監 査 報 告 書 

平成１６年１２月１５日

株 式 会 社 小森コーポレーション 

取 締 役 会  御 中 

  

当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている株式会社小森コーポ

レーションの平成１６年４月１日から平成１７年３月３１日までの連結会計年度の中間連結会計期間（平成１６年４月１日から平成

１６年９月３０日まで）に係る中間連結財務諸表、すなわち、中間連結貸借対照表、中間連結損益計算書、中間連結剰余金計算書及

び中間連結キャッシュ・フロー計算書について中間監査を行った。この中間連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の

責任は独立の立場から中間連結財務諸表に対する意見を表明することにある。 

当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査法人に中間連結財務諸表

には全体として中間連結財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような重要な虚偽の表示がないかどうかの合理

的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心とした監査手続に必要に応じて追加の監査手続を適用して行われ

ている。当監査法人は、中間監査の結果として中間連結財務諸表に対する意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。 

当監査法人は、上記の中間連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間連結財務諸表の作成基準に準拠し

て、株式会社小森コーポレーション及び連結子会社の平成１６年９月３０日現在の財政状態並びに同日をもって終了する中間連結会

計期間（平成１６年４月１日から平成１６年９月３０日まで）の経営成績及びキャッシュ・フローの状況に関する有用な情報を表示

しているものと認める。 

  

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

  

以  上 

  

 （※）上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(半期報告書提出会社)が別途保

管しております。 

中 央 青 山 監 査 法 人 

  

  
指 定 社 員
業務執行社員 

公認会計士 笹 本 憲 一 

      

  
指 定 社 員
業務執行社員 

公認会計士 原   一 浩 

      



独 立 監 査 人 の 中 間 監 査 報 告 書 

平成１７年１２月１４日

株 式 会 社 小森コーポレーション 

取 締 役 会  御 中 

  

当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている株式会社小森コーポ

レーションの平成１７年４月１日から平成１８年３月３１日までの連結会計年度の中間連結会計期間（平成１７年４月１日から平成

１７年９月３０日まで）に係る中間連結財務諸表、すなわち、中間連結貸借対照表、中間連結損益計算書、中間連結剰余金計算書及

び中間連結キャッシュ・フロー計算書について中間監査を行った。この中間連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の

責任は独立の立場から中間連結財務諸表に対する意見を表明することにある。 

当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査法人に中間連結財務諸表

には全体として中間連結財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような重要な虚偽の表示がないかどうかの合理

的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心とした監査手続に必要に応じて追加の監査手続を適用して行われ

ている。当監査法人は、中間監査の結果として中間連結財務諸表に対する意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。 

当監査法人は、上記の中間連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間連結財務諸表の作成基準に準拠し

て、株式会社小森コーポレーション及び連結子会社の平成１７年９月３０日現在の財政状態並びに同日をもって終了する中間連結会

計期間（平成１７年４月１日から平成１７年９月３０日まで）の経営成績及びキャッシュ・フローの状況に関する有用な情報を表示

しているものと認める。 

  

追記情報 

 中間連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更に記載されているとおり、会社は当中間連結会計期間より、固定資産

の減損に係る会計基準を適用して中間連結財務諸表を作成している。 

  

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

  

以  上 

  

 （※）上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(半期報告書提出会社)が別途保

管しております。 

中 央 青 山 監 査 法 人 

  

  
指 定 社 員
業務執行社員 

公認会計士 進 藤 直 滋 

      

  
指 定 社 員
業務執行社員 

公認会計士 原   一 浩 

      



独 立 監 査 人 の 中 間 監 査 報 告 書 

平成１６年１２月１５日

株 式 会 社 小森コーポレーション 

取 締 役 会  御 中 

  

当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている株式会社小森コーポ

レーションの平成１６年４月１日から平成１７年３月３１日までの第５９期事業年度の中間会計期間（平成１６年４月１日から平成

１６年９月３０日まで）に係る中間財務諸表、すなわち、中間貸借対照表及び中間損益計算書について中間監査を行った。この中間

財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から中間財務諸表に対する意見を表明することにある。 

当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査法人に中間財務諸表には

全体として中間財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証

を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心とした監査手続に必要に応じて追加の監査手続を適用して行われている。

当監査法人は、中間監査の結果として中間財務諸表に対する意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。 

当監査法人は、上記の中間財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間財務諸表の作成基準に準拠して、株式会

社小森コーポレーションの平成１６年９月３０日現在の財政状態及び同日をもって終了する中間会計期間（平成１６年４月１日から

平成１６年９月３０日まで）の経営成績に関する有用な情報を表示しているものと認める。 

  

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

  

以  上 

  

 （※）上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(半期報告書提出会社)が別途保

管しております。 

中 央 青 山 監 査 法 人 

  

  
指 定 社 員
業務執行社員 

公認会計士 笹 本 憲 一 

      

  
指 定 社 員
業務執行社員 

公認会計士 原   一 浩 

      



独 立 監 査 人 の 中 間 監 査 報 告 書 

平成１７年１２月１４日

株 式 会 社 小森コーポレーション 

取 締 役 会  御 中 

  

当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている株式会社小森コーポ

レーションの平成１７年４月１日から平成１８年３月３１日までの第６０期事業年度の中間会計期間（平成１７年４月１日から平成

１７年９月３０日まで）に係る中間財務諸表、すなわち、中間貸借対照表及び中間損益計算書について中間監査を行った。この中間

財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から中間財務諸表に対する意見を表明することにある。 

当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査法人に中間財務諸表には

全体として中間財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証

を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心とした監査手続に必要に応じて追加の監査手続を適用して行われている。

当監査法人は、中間監査の結果として中間財務諸表に対する意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。 

当監査法人は、上記の中間財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間財務諸表の作成基準に準拠して、株式会

社小森コーポレーションの平成１７年９月３０日現在の財政状態及び同日をもって終了する中間会計期間（平成１７年４月１日から

平成１７年９月３０日まで）の経営成績に関する有用な情報を表示しているものと認める。 

  

追記情報 

 中間財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更に記載されているとおり、会社は当中間会計期間より、固定資産の減損に

係る会計基準を適用して中間財務諸表を作成している。 

  

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

  

以  上 

  

 （※）上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(半期報告書提出会社)が別途保

管しております。 

中 央 青 山 監 査 法 人 

  

  
指 定 社 員
業務執行社員 

公認会計士 進 藤 直 滋 

      

  
指 定 社 員
業務執行社員 

公認会計士 原   一 浩 
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